








1-2 終 了テーマ

ジャム類の加工技術に関する試験研究

加工食品部農産食品科 田 中常雄 田 中彰 損 賢治 山 木一史

ニッ森渉
・

1.研 究の目的と概要

昭和 60, 61年 度に道立衛生研究所などが行った共同研究 (「北海道産食品(一

村一品)の 品質の向上など市場競争力の強化に関する研究」)に おいて提出された

116件 の食品の内、ジャムは 32件 と最 も多い品日であった。このように、道内

で豊富に生産される果実、野菜等を利用 したジャムの加工が盛んであるが、消費者

ニーズに合わせた低糖度ジャムの開発に伴い、保存性の確保など解決すべき課題が

存在 した。その後、日本農林規格の改正 (昭和 63年 4月 20日 。農林水産省告示

第 524号 )が あり、ジャムに対する情勢 も変化 していることから、本研究では道

産ジャムの現状を再調査 し、その問題点を把握 して解決策を提示するために、モデ

ル実験を行って、道産ジャムの品質向上に資することとした。

2.試 験研究の方法

前年度に引き続き、道内から集めた47品 のジャム類、大手市販ジャム (いちご

3品 )及 び市販輸入ジャム (いちご3品 )に ついてゲル強度の測定を行い、その結

果から、各測定項目とゲル強度との相関を求めた (表 1)。 本来、ジャムはベクチ

ンと糖とpHに よリゲル化させる食品であるが、今回の結果では、必ず しもペクチ

ン含量の多いものがゲル強度の高いジャムとは言えないことがわかった。その原因

として、煮詰める工程でペクチンの分解が生 し、添加 したペクチンの全てがゲル化

に関与 していないのではないかと考え、表 2の ように、 5因 子 3水 準を直交表L81

(340)に 割り付けてジャムを試作 し、ゲル強度、粘着性、粘度を測定した。ペク

チンは、表 1で pHと ゲル強度との相関がないことやカルシウムとゲル強度との相

関が比較的強いことなどから、低糖度ジャムで使われていると言われるLMペ クチ

ンの特徴が現れており、LMペ クチンを使用 した。また果汁の代わりに ‖c1lvaine

の緩衝液を用いてpH調 整 し、砂糖などを混合して30分 間沸騰させて仕上げた。

壼 1 ジ ャムの各瀾定項目とゲル強度との相■

ペクチン合量

カルシウム合壼

豪2 実 験ll日の国子と水準

:5,,a      O.11(o o'251)

30分瞼     0.8 (00西 D

,各国子を自史豪LO:(340)の 表■"■ に"り 付けた.
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3.実 験結果

B型 粘度計による粘度は、変動が大きく、ジャムのゲル化の指標としては適さな

いことがわかった。ゲル強度と粘着性の結果を表 3、 4に まとめた。ペクチン添加

量の主効果はゲル強度、粘着性共に 1%危 険率で有意となり、いずれも添加量が多

いほど値は高かった。カルシウム添加量の主効果も同様に有意だったが、図 1に 示

すように、0。1%添加の値が最も高く、0.2%添加では値が低下 していた。この結果は

粘着性でも共通 しており、カルシウムの過度の添加は加熱中にゲル化するプ リセッ

ト現象を引き起こすことがわかった。そのため、製造時には使用するペクチンの規

格を考慮 してカルシウムを添加する必要がある。また、ペクチン添加時期の主効果

は、ゲル強度では有意は認められなかったものの、粘着性では 1%危 険率で有意が

認められ、図2の ような結果となった。この傾向はゲル強度でも同様であり、加熱

後期にペクチンを添加 した方がゲル化に有効であることがわかった。

表 3  グ ル強度の分散分析表 裏 4  粘 薔性の分散分析表

イ            . .             。 中
pH       (3)  2     278.95    139473   00o5      ,H       (B)  2      3438     :7 19!    : 700
曽度    く C) 2   ,84742  923.700  4∞ 7●   軸 度    (C) 2   54339   27:696  20274‐
へ
・
クチン澤加時期(D) 2   i268:8   634.092  2.75:    へ

・
タチン澤加時期(D) 2    ‖ 7.01   58505  6088。 ,

1ルウム澤加量 (F) 2   52'099  2609495  11.32:“   カ ル"ム澤加量 (F) 2   02720   413639  43_045● ●
A・ B       4     386∞     9650!   0419        A・ B       4     4039    i0099   :051
A・ C       4    86i9.:5    9o4788   3.925●       A・ C       4     62702    156955  ,6333● ,
A・ D       4    105055    262.638   : 139        A・ D       4     :0755     26387   2790,
A ・ F          4      3413 53     853 303    3 702●          Ao F          4       672 03     160 200   17 504● ●
B ・ C           4        174 60       43 649     0_180 B o C      4     4 4  6 4    1 1 : 5 9   1 1 6 !
B・ D       4     42456    1o6140   0.460        8・ D       4      ,659     4:47   0432
BoF        4     1794.14    448535    1 946 B・ F         4      !2703      31 757    3 305,
C・ D        4     177945    444863    1 930 C ・ D     4    ‖ 4 4 1    2 8 6 0 2   2 9 7 6 ホ
C ・ F          4      1930 82     482 705    2 094 C・ F         4      14583     86457    3 794●
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カルシウム●"量 `%)

日 1   カ ルシウム澤加量の主効果 (グル強度)

要約

0分■          15分 ●1         00分 n
ペクチン●""麟

口 2    ペ クチン添加時期の主効果 (粘摯性)

道内で生産された47品 目のジャムを分析 した結果、昭和 60年 度の調査に比べ

て、低精度化の傾向は変わりなかったが、保存性が見直されて水分活性の低いジャ

ムが多く、離水現象もほとんど見られなかった。ゲル化剤としてLMペ クチンが普

及 しているが、ペクチン含量とゲル強度に相関が低かったことから、モデル実験に

より、添加時期を煮詰工程後期にするほどゲル化に寄与することを解明した。
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2.

農産冷凍食品製造におけるプランチング技術に関する試験研究

加工食品部農産食品科 根 賢治 山 木一史 田 中彰 田 中常雄

研究の目的と概要

農産物の冷凍は、一般に前処理としてフ
゛
ランチンク

゛
(加熱処理)を 行うが、その方法

条件は製品の品質に大きな影響を及ぼす。フ
゛
ランチンク

゛
方法は、湯水、蒸気による加熱

が一般的に行われているが、本研究ではマイクロ波フ
゛
ランチンク

・
を試み、フ

・
ランチンク

・
による理

化学的性質の変化を従来の方法と比較 し、導入の可能性について検討 した。

試験研究の方法

試験材料として、かばちゃ (品種えびす)の 果実を中心より放射状に12等分 し、

胎座 (ワタ)を 除去後、果肉を厚さ2 cmに切断 し、1切 片 25gに 調整 して供試した。

フ
゛
ランチンク

・
方法は、湯水フ

゛
ランチンク

・
[湯水中 (100℃)で 加熱]、 蒸 気フ

゛
ランチンク

・
[水蒸

気中 (100℃)で 加熱]、 マイクロ波フ
゛
ランチンク

゛
[マイクロ波 (700W)を 照射]、 加湿マイクロ波

フ
゛
ランチンク

・
[飽和水蒸気中でマイクロ波 (700W)を 照射]と し、ハ

°一オキンタ―゙セ
゛
活性消失の

時点をフ
゛
ランチンク

゛
の終点とした。フ

゛
ランチンク

゛
後の冷却方法は、空冷 [空気中 (10℃)30

分]と し、マイクロ波は水冷 [冷水中 (5℃)10分 ]も 行った。調査は、中心品温、ハ
°―

オキシタ―゙セ
・
活性、重量変化、色調、硬さ (進入、切断抵抗)、 糖含量、アスコルビン酸含量

β―カロチン含量および冷凍、解凍後の重量、色調、硬さ、官能検査について行った。

実験結果

中心品温の上昇は、湯水、蒸気に比べ、マイクロ波 (無加湿、加湿)は 著 しく速 く (図

1)、ハ
°―オキシタ―゙セ

゛
活性 も極めて短時間で消失 した。 しか し、重量減少は湯水、蒸気

に比べ、マイクロ波 (無加湿、加湿)は かなり大きかった (図 2)。色差 (フ
・
ランチンク

゛
によ

る色調の変化)に ついては、マイクロ波 (無加湿、加湿)は 湯水、蒸気に比べ小さく、

フ
・
ランチンク

゛
前後の色の変化が少なかった (図3)。 フ

゛
ランチンク

゛
後の果肉の硬さの指標と

しての進入抵抗については、マイクロ波 (無加湿、加湿)は 比較的大きく、フ
・
ランチンク

・
に

よる軟化が少なかった (図4)。 また、表面と内部で肉質に部位差が認められた。

フ
・
ランチンク

゛
後の全糖およびβ―カロチン含量 (図5)に ついてはフ

゛
ランチンク

・
間で大差はなかっ

た。総アスコルピン酸含量については、マイクロ波 (無加湿、加湿)は 湯水よりも多 く蒸気よ

りやや少なかった。また、還元型から酸化型に移行する傾向が認められた。

マイクロ波フ
・
ランチンク

゛
(無加湿、加湿)は 重量減少が大きいため、フ

゛
ランチンク

゛
後の冷却方

法を水冷とした場合について併せて検討 した。水冷の場合、フ
゛
ランチンク

・
後の重量は増

加 し、色差も空冷に比べやや大きかったものの湯水、蒸気に比べはるかに少なかっ

た。またフ
゛
ランチンク

゛
後の全糖含量は空冷に比べわずかに少なかったが、総アスコルヒ

゛
ン酸、

β―カロチン含量は空冷に比べ多かった。マイクロ波フ
・
ランチンク

・
を行 う場合、冷却方法は水冷が

望ましいと考えられた。冷却を水冷として冷凍、蒸気解凍後の食味等について官能

検査を行った結果、マイクロ波 (無加湿、加湿)は 従来法に比べ、色沢の点で優れてお

3.
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り肉質がやや劣ったが、香味および総合評価では差がなかった (図6)。 また、湯

煮解凍を行った場合、肉質は蒸気解凍より優れていた。冷凍かばちゃ製造へのマイクロ

波フ
゛
ランチンク

゛
の導入は、品質の点からは、可能であると考えられた。

2      4      6
プランチング職日 (分)

図 1 中 心品温の変化

プランチング方法

図3 色 差の比較

=気       マ イク●崚     "=
プランチング方法

図5 β ―カロチン合量の比較

=気       マ イクロ潰
′ランチングカ洩

図2 重 量変化率の比較

●水       菫 気      マ イク●潰
プランチング方法

図 4 進 入抵抗値の比較
(魅理 前の饉 を1∞とした場合 )

肉質

図6 官 能検査結果

∞
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比
率
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率
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要約

マイクロ波フ
・
ランチンク

・
は従来法に比べ、品温上昇が著 しく速 く短時‖U処理が可能であり、

色調の変化が少なかった。栄養成分 (糖、アスコルヒ
・
ン酸、β―カロチン)に ついても遜色な

かったが、肉質に部位差が認められた。官能検査では、色沢が優れ、肉質がやや劣

ったが、総合評価では差がなかった。マイクロ波フ
・
ランチンク

゛
を行う場合、フ

゛
ランチンク

゛
後の冷

却方法は、歩留まり低下を避けるため水冷方式が望ましいと考えられた。
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2.

冷凍食品の品質の安定向上に関する試験研究

加工食品部農産食品科 損 賢治 山 木一史 田 中彰 田 中常雄

研究の目的と概要

冷凍食品の品質は原料の品質に大きく影響を受ける。貯蔵農産原料を使用する場

合、原料貯蔵中の品質変化は製品の品質に反映 し、品質のばらつきの原因となる。

製品の品質安定化を図るためには、原料品質に応 じた適切な技術対応が必要である。

本研究では馬鈴薯貯蔵中の品質変化、特に肉質 (硬さ)変 化に着目し、品質安定を

図るための適切なフ
゛
ランチンク

゛
技術について検討 した。

試験研究の方法

品種はトヨシロを供試し、比重別に2区分 [高比重 1.085超 (ライマン価、15以上)低

比重 1.085以下 (ライマン価15未満)]し 、温度 7℃、湿度約40%でホ
°
リエチレン包装 し、

6カ月間貯蔵 した。貯蔵中、2カ月ごとに品質を調査するとともに、1切片1.5xl.5x5

cmの角柱形に調整 し、フ
゛
ランチンク

゛
、冷凍処理を行った。フ

・
ランチンク

゛
条件は、湯水85℃、

10分(ハ
°―オキシターセ

・
失活条件)と し、冷凍は-30℃で行った。調査は目減 り、水分、ライ

マン価、細胞分離度、萌芽率とフ
゛
ランチンク

゛
前後の硬さ、およびへ

°
クチン含量 [水溶性(WP)、

ヘキサメタリン酸ナトリウム可溶性(PP)、塩酸可溶性(HP)]について行った。また、フ
゛
ランチンク

・
液

への添加物 (ホ
°
リリン酸ナトリウム、メタリン酸ナトリウム、フィチン酸、硫酸アルミカリ)、 フ

゛
ランチンク

゛
温度、フ

゛

ランチンク
゛
時間の硬さおよび色調、糖、アスコルヒ

゛
ン酸含量に及ぼす影響について調査 した。

実験結果

貯蔵中の品質については、貯蔵期間の経過とともに目減りが進行 し、ライマン価およ

び細胞分離度が低下した (表 1)。 硬さについては貯蔵期間の経過とともにフ
゛
ランチン

ク
゛
後の硬さが増大 し、フ

・
ランチンク

゛
による軟化度合が減少した (図 1)。 この傾向は、

冷凍解凍後の硬さついても同様だった。比重別には、低比重区の方が高比重区より

フ
゛
ランチンク

・
後の硬さは大きかった。またへ

°
クチン含量については貯蔵期間とともにWP、PP

が増加 した (図2)。 フ
゛
ランチンク

゛
後のへ

°
クチン含量は、貯蔵期間が経過 したものほどPP

含量が高かった。また、フ
゛
ランチンク

・
による不溶性へ

°
クチン(PPIHP)の可溶化量は貯蔵期間

の経過とともに減少 した (図3)。 これらのことからフ
゛
ランチンク

・
時の軟化度が貯蔵に

より低下する原因についてはライマン価の低下および不溶性へ
°
クチンの関与が考えられた。

そこでへ
°
クチンの可溶化を促進する添加物の効果を調べた結果、ホ

°
リリン酸ナトリウムに軟化促

進の効果が認められた。 (図4)ホ
°
リリン酸ナトリウムを添加 した場合、フ

゛
ランチンク

・
液へのへ

°

クチンの溶出量が増大 した。フ
゛
ランチンク

゛
温度の高温化とフ

゛
ランチンク

゛
時間の延長も軟化を促進

したが、この場合、直接還元糖およびアスコルヒ
゛
ン酸の減少が進むため、フ

゛
ランチンク

゛
による

軟化促進にはホ
°
リリン酸ナトリウムが適当と考えられた。そこで濃度と軟化度との関係を調

べたところ、これらの間には高い相関が認められた (図5)。 そこでフ
゛
ランチンク

゛
後の

硬さを、貯蔵前の値を基準として平準化するための適正なホ
°
リリン酸ナトリウム濃度を、硬

3.
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さの1曽加度とホ
°
リリン酸ナトリウムによる軟化度との関

係から求めた結果、貯蔵2、4、6カ月後の目安は、

高比重区でそれぞれ 0.1、0.1、0.2%、 低 比重

区ではいずれも 0.1%であった (表2)。

表 1 貯 蔵 中の性状変化

貯蔵刑田 (月)

目減 り (96)

水 分 (%)   73.5

ライマ ン饉    167

鮨胞分離度 (%)9.3

Jl芽中 (96)   0

0 5 3  0 5 7  1 5 3

79.3   8:.6   00 7

:6.3   :6 1   16 0

3 . 4   2 . 9

0    84

曖
０

（
‘
） “囲

●
さ

（
％
）

ペ
ク
チ
ン

■^
ヽ
８
じ

”

”

６

０

，
お
化
ベ
ク
チ
ン

＾
●
こ
／
１
０
０

こ

メリリンロN●  メタリン“N●   フイテレ●  uフ ルミカリ

図4 硬 さに及ぼす添加物の効果

●1    02    00    04    05    00

ポリリン崚N●●慶 (%)

図5 プ ランチングによる軟化
ポリリン餞N● 日度の影ロ

表 2 ポ リリン政 ナ トリウムの適正讚度

貯蔵月敗 2 4 6

"晨′:臓

図3プ ランチングによる不溶性ベクチンの■r溶化

*高 比菫 l.005超  (ラ イマン価15以上)
低比菫 1.035以下 (ライマンロ15未濶)

要約

馬鈴薯 (トヨシロ)は 、貯蔵期間の経過とともにフ
・
ランチンク

゛
による軟化度合が減少 した。

原因はライマン価の低下および不溶性へ
°
クチンの関与が考えられた。フ

゛
ランチンク

・
液へのホ

°
リリン

酸ナトリウムの添加は軟化促進に効果的であった。フ
゛
ランチンク

゛
後の硬さをlけ蔵前の水準に平

準化 し、品質の安定化を図るためのホ
°
リリン酸ナトリウムの適正濃度の目安は、貯蔵2、4、6カ月

後について高比重 (1.085超)で それぞれ、0。1、0.1、0。2%、低比重 (1.085以下)

ではいずれも0.1%と考えられた。

濃度 (1)高 比菫  0.1 0: 02

低比■  0.1 01 01

. /中   :

:Y‐7●0 1k,222 5:

:  ( ′ ぃo i ●5 5 ・・' :
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道産小麦粉の加工技術に関する試験研究

加工食品部農産食品科 山 木一史 田 中彰 槙 賢治 田 中常雄

1.研 究の目的と概要

北海道の小麦の生産量は全国の約半分を占める。 しかしながら、その品質に対す

る評価は輸入小麦 (外麦)に 比べて低 く、利用範囲も限定されている。

本研究ではこれまでに、道産小麦粉の利用拡大を目的に各小麦粉の成分分析 。物

性測定を行い、その加工適性の検討を行った。その結果、チホクコムギにはめん適

性の他に菓子への加工利用が可能であることがわかった。

本年度は、引き続きチホクコムギの製薬適性を検討するため、試作品の官能評価

と品質改良剤を用いたスポンジケーキの試作試験を実施 した。さらに、近年、品種

になったタイセッコムギの加工適性を調べた。

2.試 験研究の方法

成分分析、物性測定、スポンジケーキ試作方法は昨年度に準拠して行った。

(1)ス ポンジケーキの官能試験

1)供 試粉 :市販薄力粉、ホロシリコムギ、チホクコムギ

2)試 作方法 :「食品品質評価のための品質特性測定法マニュアル (3)」

中のスポンジケーキ製造試験法に準拠 して試作する。

3)測 定項目 :焼成前のバッターの比重、焼成前後の高さ、焼成後の重量、

パネラーによる官能試験

a.試験項目 :内相の色、きめ、硬さ、付着性、味 (におい)

b.評価法 ;3試 料の比較法。

c.試料 :3×3×2.5cmのスポンジケーキ切片。

(2)品 質改良剤を用いてのスポンジケーキ試作試験

1)供 試粉 :市販薄力粉、チホクコムギ

2)品 質改良剤 :乳化油脂 2種 (A、 B)。

3)試 作方法 :オールインミックス法で行った。

4)測 定項目 :バ ッターの比重、焼成前後の高さ、焼成後の重量

レオメーターによる物性測定 (圧縮応力、せん断応力)

3.実 験結果

(1)一 般成分分析 (表 1)、 物性測定、さらに他の試験結果より、タイセツコム

ギは強力粉としてよりも薄力粉としての加工適性があるという結果を得た。

(2)官 能試験より、道産小麦を用いたスポンジケーキは特に色、硬さが市販薄力

粉より劣っているという結果を得た (表2)。 このことから、利用のために

は色と食感を改善することが必要となる。

(3)食 感 (硬さと歯切れ)を 改善することを目的に、品質改良剤Aと Bを 用いた

- 9 -



スポンジケーキの圧縮試験及びせん断試験の結果 (図 1及 び図 2)、 市販品、

チホクコムギのいずれも標準的なな配合のものに比べ硬さ、歯切れが改善さ

れた。特に改良剤Bを 用いた試験では、硬さ、歯切れともにチホクコムギの

方が市販品を上回った。

の
一

ン 7こ ス

(%) (%) G)  (%)  G)輛 g/10g)
タイセツコムキ

°
         13.9    0。4     18.8      7.8      21.0     108.5

コントロール(強力系)13.3  0.4
コントロール(薄力系)13.3  0。 4

35。6      14。2      28.2     193.8

21.6      7。1      26.0     110。 3

5

4

橿
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図 1 官 能試験の結果
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要約

道産小麦の利用拡大を図る_環 として、道産小麦を用いたスポンジケーキの試作

と官能試験、さらに品質改良剤を用いた不ポンジケーキの試作を実施 した。官能試

験の結果、道産小麦を用いたケーキは色と硬さが劣っていた。一方、品質改良剤を

用いた試作試験では、ケーキの食感に改善がみられ、チホクコムギはケーキに十分

利用できることがわかった。

また、タイセッコムギは薄力粉に近く、製薬適性が期待される。
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麺の熟成条件に関する試験研究

加工食品部農産食品科 山 木一史 田 中彰 槙 賢治 田 中常雄

1.研 究の目的と概要

麺類には製品の品質に大きく関わっている熟成過程があるが、この行程は従来熟

練者の勘と経験に依存 している。本研究は、熟成過程中の成分 ・物性の変化を測定

し、同時に種々の熟成条件による麺の試作試験を行い、熟成条件の科学的評価法の

確立を目指すことを目的とした。

今年度は、麺類の中でも特に本道で消費量の多いラーメンを対象に、主に麺線熟

成に注目し、試作 したラーメンについて試験を実施 した。

2.試 験研究の方法

(1)ラ ーメンの試作

1)供 試粉   :市 販中華麺用粉

2)試 作方法

3)保 存方法

4)試 料の採取

「小麦の品質評価法一官能検査によるめん適性一」中の中華

めん適性評価法に準拠して加水量32%と38%で試作 した。

約50gずつチャック付きポリ袋 (セイニチユニハ
°
フクH8)に 入れ密

閉し、7℃、18℃、25℃の恒温機にて熟成を行った。

試作直後および試作後 1、 2、3、5、7、10日目に 1袋ずつ

取り、必要量を採取 した。

(2)試 験項目

1)色 調 :測定試料には麺線にする前の麺帯を幅10Cmほど切り取っておいた

ものを用いた。測定は、色彩色差計を用いて5カ所3反復でL*a*b*

を測定 した。また、同時に肉眼による外観観察も行った。

2)走 査型電子顕微鏡(SEI)写真撮影 :適当な長さに麺線を切り取り、固定 。

脱水 ・臨界乾燥 ・蒸着を行った試料を

観察 し、写真撮影 した。

3)遊 離ア ミノ酸分析 :麺線lgを3%スルホサリチル酸3mlで抽出したものをPTC誘導体

化方法で測定した。

3.実 験結果

(1)色 調は、加水量の多いもので、L*値 (明度)が 熟成初期から低 く、b*値

(黄色味)が 高めだった。熟成温度の高いものも同様の傾向を示 した。これら

のことから、ラーメンの色調は、加水量と熟成温度に影響を受けることがわ

かった。

(2)電 子顕微鏡写真観察の結果、日数を経るにつれグルテンの網状組織が発達 し、

グルテンの網状組織間にある空洞の占める割合が増加 した。温度が高いもの

ほど早い時期にグルテンの組織形成が見られる。また、加水量の多いものに
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空洞が多く見られることから、空洞は水の存在するところであると示唆され

た。

(3)呈 味性を持つ遊離のア ミノ酸分析は、ばらつきはあるものの7℃で試作後 5～

7日 日、18℃で 3～ 5日 日、25℃で 1～ 2日 目に最大値を示 した。また、加

水量の多いものの方が、若千早く変化 した。温度が高く、加水量の多い方が

変化が早いことから、熟成中に酵素反応が行われていることが示唆される。

表 1 遊 離アミノ酸分析の結果
(単位 間oi/8)
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図2 b*値 の変化

要約

麺の熟成評価技術を検討するためにラーメンを試作 し、その色調測定、電顕写真

観察と遊離ア ミノ酸分析を経日的に行った。

(1)色 調の変化は水 (加水量)が 影響することがわかった。特にL*値とb*値に

大きな変化が認められた。

(2)麺 線断面の電顕写真において、グルテンの網状構造は熟成温度の高い方が

早く発達 した。また、加水量の多い方が空洞が多かった。

(3)遊 離ア ミノ酸分析の結果、より高温の方が呈味成分の遊離が早く、酵素反

応が関与 していることがわかった。

これらのことから、色調、SEI、ア ミノ酸は熟成評価の指標となると判断された。
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ラーメンの品質保持技術に関する試験研究

加工食品部農産食品科 山 木一史 田 中彰 槙 賢治 田 中常雄

1.研 究の目的と概要

フ
~ メンは北海道の特産品のひと ,́であり、北海道の麺類生産の主体である。ラ

ーメンの品質の安定向上をはかり、保存期間を長期化 し道外への出荷を増加させる

ことが今後のさらなる生産量拡大のために必要である。これまで、ラーメンの品質

保持技術、品質評価法の確立を目的として保存試験を中心に、その成分 。物性など

を分析、測定したところ、pH、 アルコール、かんすい中に存在する好アルカリ性

菌などが品質保持に影響することが明らかになった`

今年度は、保存中の物性変化と好アルカリ性菌の影響について検討を行った。

2.試 験研究の方法

(2)保 存温度 3段 階の保存試験

1)保 存期間 : 4 5日

2)〕‖定項 目 : 1)水分、2)レオメーターによる物性測定 (切断強度、引張り

強度)

a。切断強度   :6cmの 生の麺線3本をかみそりの

刃型プランジャーを用い切断 し、

強度を測定 した。同様の操作を

ゆで麺についても行った。

b.引張り強度  :8cmの 生の麺線1本を引張り用プ

ランジャーにて引張り、強度を

測定 した。

※麺線はちぢれのないものを用いた。

(2) フィルター処理 したかんすいを用いたラーメンの保存試験

1)保 存期間 : 7日

2)〕‖気り頃日 : 1)pH、 2)一般生菌数、3)好アルカリ性菌数

3)保 存温度 :30℃

4)処 理条件 :かんすいを以下のフィルター‐
C処理 した。

a)親水性 PTFE膜 (0.50 μ m)

b)セルロースニ トレー ト膜(0.50μm)

c)無処理

※かんすいは道内の製麺業者から提供を受けた

3。 実験結果

(1)ち ぢれなし麺を用いた保存試験の結果、水分は保存日数を経るにつれ徐々に

低下した。一方、引張り強度は徐々に増加した。切断強度はゆで麺は保存初
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期より徐々に増加するが、14日日以降低下 した。生麺の切断強度はほぼ一定

だった。いずれの試験においても保存温度が高いほど変化が大きかった。特

に水分、引っ張り強度は明確な差が認められた。ちぢれ麺を用いた試験では

差があまり認められなかったことから、麺のちぢれは物性に影響を与えるこ

とが示唆された。

(2)フ ィルター処理 したラーメンは無処理のものに比べ、菌の増殖は遅いが好ア

ルカリ性菌が存在 した。特にセルロースニ トレー ト膜処理は好アルカリ性菌

には効果がなかった。 pHも ほとんど変化がなく、好アルカ リ性菌の腐敗に

対する影響は高温保存においても1週 間以上が必要であることがわかった。
32
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4.要 約

ラーメンについて 2回 の保存試験を実施 した。

(1)ち ぢれな し麺の物性は日数とともに変化し、保存温度が高いほどその変化は

大きかった。このことから、麺のちぢれが物性に影響を与えることが判明した。

(2)フ ィルター処理による効果は明確に現れなかった。好アルカリ性菌の腐敗ヘ

の影響がでるのには、ラーメン製造後 1週間以上が必要である。
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農産物などとの複合化製品の開発

加工食品部畜産食品科 井 上貞仁

研究の目的と概要

畜肉を原料とした食肉製品は一般に20～ 30%の 脂肪を含有 しており高カロリ

ー、高コレステロール、高塩分等不健康食品のイメージが強 く持たれている。一方

近年の消費者の健康に対する志向はますます高まり、低脂肪化が進展すると思われ

るが、これら食肉製品へ脂肪の添加を行わないと、製品はソフ ト感、なめらか感の

ない、食感も悪 く、風味の乏 しいものになって しまう。

本研究では畜肉との複合化素材として、植物油脂を選択 し、低コレステロールの

健康食肉製品の開発を目的として検討を行った。

試験研究の方法

原料は豚 うで肉の脂肪、スジ、 リンパ節等を除去、細切し試験用サンプルに供 し

た。単に脂肪を植物性油脂と置き換えると分離をおこすため、おからの油脂吸着性

に着目し添加 したところ油脂の分離は防止できソーセージエマルジョンの形成が可

能になった。油脂は豚脂肪に置き換えて市販のサラダ油を使用 し、サラダ油は予め

粉末たんぱく、おからと混和 しカー ドを作成 して添加 し、ソーセージの試作を行っ

た。豚脂 (20%)を 植物油脂に置き換え、おからの配合割合を7.5%に 固定 し、

製品の色調、テクスチャー、フレーバー等品質をコントロール (豚脂)製 品に近づ

けるために脱脂粉乳、液状乳清たんぱく、卵白、血液プラスマを添加 し各々品質を

測定評価 した。おからは生菌数が高 く、ばらつきも大きく (103～ 100ヶ /g)

製品の保存性に影響を与えている可能性があるため、この前処理としての殺菌方法

について検討を行った。

また、おからカー ドを光学顕微鏡で観察 し、おからの油脂保持機構について検討

を行った。

実験結果

各試験区分の配合割合を表 1に 示 した。コントロール (豚脂)製 品および油脂代

替製品の一般成分は両者にほとんど差が無かったことから、豚脂肪がそのまま植物

性油脂に置き換わっていることが確認される。表 2に 各試験区の製品品質について

示 した。この結果、加熱歩留は脱脂粉乳および乳清たんぱくの添加が有効であり、

おから臭のマスキングには乳清たんぱくが、色調については血液プラスマが、ゲル

強度、切断応力の改善については卵白が良好な結果を示 した。表4に 各試験区の官

能評価の結果を示 したが、これらの結果は表 2の 測定値とよく対応 した結果となっ

た。また、血液プラスマ添加区に調味料的な濃厚なうま味がみられたのが注目され

る。

2、

3、
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これらの結果から、油脂代替ソーセ

セージの品質改善には液状乳清たんぱ

く、血液プラスマ、卵自の組み合わせ

が有効であることが判った。 (表2)

油脂代替ソーセージの生菌数はコント

ロールに比較 して初発菌数が高 く、増

殖速度 も速かった。おからの生菌数が

製品の保存性に影響を与えている可能

性があるため、殺菌方法を、3種 類の

蒸煮殺菌条件で検討 したがいずれも菌

は検出されず製品品質にも影響はなか

った。 (表3)ま た、おからカー ドを

光学顕微鏡で観察 し、油脂保持機構に

ついて検討 した結果、おからは細胞内

容物の抜けた細胞膜の重層構造から成

っており、この構造に毛細管作用によ

って保持されていた。

対照区(2)植物油20"置換、おから 無 配合

対照区(3)植物油20%置換、おから7.5%配合
試験区(1)   同
試験区(2)    同
試験区(3)    同

上    脱 脂粉乳0.8χ
上    液 状乳清蛋白10%
上    生 卵白10"

配 合 区    同      上    乳 清蛋白3%

対照区(2) 93.13 53.41 13.07 10.01油 脂分離 測定不能
対照区(3) 93.57 73.54 8.05 12.29 1382.20 587.60
試験区(1) 96.70 73.19  8.17 12.60 1226.40 535.00
試験区(2) 95.87 71.29  9.69 12.49 1223.80 469。 40

饉 区(3) 92.16 71.24  8.80 12.32 14H.00 834。 40

配 合 区  9 5 . 7 9 _ 6 6 . 0 2 1 3 . 0 8 1 1 . 7 7 1 4 3 1 . 8 0 7 0 4 . 6 0
加熱歩●: 駄色口:ハンター壼色法による、グル強度:8、切断応力:dyn/‐

壼3各 種殺菌条件における生菌数及び製品品質の比餃

おから殺菌条件  100℃ 15口1■ 100℃30min 121℃15口in

おから生菌数    検 出せず  検 出せず  検 出せず

製 品切断応力      682     606     545

ゲル強度

水 分

1278         913        1137

51.955      49。511      49.612

対照区(1)

対照区(2)

対照区(3)

試験区(1)

試験区(2)

試験区(3)

硬さ、弾力、風味共良好、色調赤み百
エマルジョン出来ず、加熱前から油脂分離
テクスチャーが硬くごつごつした食感、風味が乏しい
スポンジ状の軟らかい弾力、おから臭強い
テクスチャーが硬く脆い、食感にざらつき、おから臭が良くマスク
硬さ、弾力等テクスチャーが一番良好

生薗数:ケ/g、切断応力:dyn/“、ゲル強度g、水分%

歩留改善
おから臭のマスク
テクスチャー改善

4、 要 約

おからの油脂吸着性の利用により油脂代替ソーセージの製造が可能となった。お

からの添加量は多いほど分離防止に対 しては安全だが、品質が低化するため、分離

をおこさない最低の添加量を検討 したところ7.5%が 適量であった。また、植物

油脂代替ソーセージは加熱歩留、風味、色調、食感等低化するため、この改善につ

いて種々検討 した結果、液状乳清たんぼく、血液プラスマ、卵自の組み合わせ使用

が有効であることが判 った。

おからは生菌数が高 く、前処理としての殺菌方法を検討 したところ100℃ 、 15

分間の蒸煮殺菌で菌の検出はなく、製品品質への影響 もなかった。

おからの油脂保持機構は、光学顕微鏡による観察の結果から、細胞膜の重層構造の

毛細管作用により保持 されていた。
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原料肉の解凍など処理技術に関する試験研究

加工食品部畜産食品科 井 上貞仁

研究の目的と概要

良質の食肉製品を製造するためには、原料肉の品質が最 も重要な要因となる。現

在加工用原料肉のほとんどは凍結肉を使用 しており、凍結保管中や解凍時における

肉質低下、 ドリップ流出などの問題が重要な改善課題になっている。

本研究は、この原料肉の品質を良好に保持するために必要な処理技術の開発を目的

とし、本年度は各種条件における長期保存試験を実施 し、肉質の経時変化及び凍結

保管条件等について検討を行った。

試験研究の方法

試験用サンプルは、屠殺後約 48時 間経過の道内産の豚胸最長筋を使用 し各々の

条件で処理を行った後、以下の項目について検討を行った。

①凍結前の原料肉の鮮度が解凍後の肉質に与える影響について調査するため、凍結

前の冷蔵保管期間を変化させ、一定期間凍結保管後解凍 し、肉質を測定比較評価 し

た。②凍結方法が肉質に与える影響について評価するため通常のエアープラス ト凍

結 (-40℃ 48時 間)と プライン凍結 (-35℃ アルコール浸漬凍結)を 行い

-20℃ で3カ 月間保管 した後肉質を測定比較 した。③解凍後肉質の経時変化を調

査するため-40℃ 凍結、-20℃ 、3カ 月間保管した原料肉を解凍後 5℃ の冷蔵

庫で保存 じ肉質の経時変化を測定評価 した。④前年度の実験結果から、長期保存さ

れ品質劣化の進んだたんぼくの電気泳動図で、 ミオシンバンドのやや低分子側に出

現するバンドについて確認するため、最長 6カ 月間の凍結保存試験を実施 した。

実験結果

原料肉を凍結をせず冷蔵保管すると、肉質は経時的に劣化が進行 した。さらに凍

結前の冷蔵期間を変化させ、3ヶ 月間凍結保管後の肉質の変化をみたところ未凍結

原料肉と比較するといづれも極端に劣化が進行 し、凍結前の鮮度に関係なくほぼ一

定のレベルとなった。このことから凍結前の原料肉の鮮度は、解凍後の肉質に大き

く影響を及ぼすことはなかった。 (表 1)

凍結方法が肉質に与える影響をみるため、通常のエアープラス ト凍結とプライン

凍結で処理 した原料肉の品質を比較 した。ブライン凍結は熱交換率が優れており凍

結所用時間が通常の方法と比較 して2.2倍 速かった。 (図 1)ま た、品質は肉製

品製造に関 して重要な性質である解凍歩留が2.4%、 保水性が4。 1%ブ ライン

凍結がエアープラス ト凍結を上回っており、またゲル強度 も114g高 く、このこ

とから急速凍結は原料肉の品質保持に大きく貢献することが判かった。

凍結保管、解凍後の肉質の経時変化は、解凍後 10日 目までに歩留が約 8%低 下

し経済的損失が大きい。またここで日数経過と共に保水性及びゲル強度が逆に向上

2、

3、
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する結果が得 られ、今後再検討が必要である。 (図2)

長期凍結保存され品質劣化の進んだ原料肉の抽出アク トミオシンの電気泳動図で

ミオシンバンドのやや低分子側に出現する新たなバンドは、本年度の実験でも同様

に確認でき保存期間の経過と共に増加するのが観察され、食肉の品質判定指標とし

て使用できることが判った。 (図3)

表1 未凍結原料肉と凍結原料肉の品質劣化の比紋(棄化率)

保存日敗  保 水性  pH儘  彊 白含有量 ゲル強度 VB― N

未凍結 0 100・ 00 100.00  100.00 100.00 100.00

5   94.70   96.93    98.97   95。54  134。17

lo   97.13  101.64    95.19   87。78  150.00

解凛  0   88.46   99.50    67.70   80。14  170.00

5   89。40   99。29    70.45   81.89  180.00

+ r i . l ,
--_+- z7-ti7t

100.000

00.000

00.000

40.000

20.000

0.000
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蚕    I   盤嘲
図2 解 凍後肉質の経時変化

閣

硼
一

図3 ァ クトミオシンの電気泳動図 (経時変化)

4、 要  約

凍結前の原料肉の鮮度の差に関わりなく、凍結保管解凍後の肉質はほぼ一定のレ

ベルまで劣化 し、凍結前の鮮度が解凍後の肉質に影響を与えることはなかった。

ブライン凍結は凍結速度が通常のエアープラス ト凍結 と比較 して2.2倍 速かっ

た。また品質は解凍歩留、保水性、グル強度等明らかにブライン凍結が上回ってお

り、急速凍結は原料肉の品質保持に大 きく貢献することが判った。

凍結保管 し解凍した原料肉の品質の経時変化は、歩留の低下が大きく経済的損失

が重大である。また日数経過と共に保水性及びゲル強度が向上する結果が得られ、

今後原因の究明が必要である。

原料肉の抽出アク トミオシンの電気泳動図に、肉質の劣化と共に出現する新たな
バンドは、本年度の実験でも確認でき食肉の品質判定指標として使用できることが

判 った。
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牛乳成分の利用に関する試験研究

―アルコール発酵乳ケフィールの低粘度化に関する試験研究―

加工食品部畜産食品科 田 村吉史 川 上誠 井 上貞仁

研究の目的と概要

ケフィールはコーカサス地方が原産と言われ、ケフィールク
゛
レインと呼ばれる天然の固定化菌体を用

いて発酵させたもので、アルコール発酵乳に属する。現在、広 くヨーロフハ
°
などで製造販売さ

れている。日本では明治時代にはじめて商品として登場するが、定着するには至ら

なかった。近ごろ 「ヨーク
゛
ルトきのこ」と呼ばれ、健康飲料として話題となり、再び様

々な製品が販売されはじめた。ケフィールは様々な生理活性があることが研究され、特に

夕
・
レインの生産する粘性多糖類の生理活性(免疫賦活性、抗変異原性、抗腫瘍性など)が

注目されている。ケフィールは、粘性が高 く濃厚な風味を持ち、若干のアルコールと炭酸がスを

含んだ飲料となる。希釈等をせずに低粘度化 し、飲みやすいドリンクタイフ
°
とすることを

目的とした。

試験研究の方法

発酵乳ケフィールの製造方法は、市販の牛乳に10%のク
゛
レインを添加 し、20℃で24時間発酵

させた後、ク
・
レインを取 り除き、発酵乳ケフィールとした。低粘度化法としてはこれまでの

研究結果より、もっとも有効な撹拌発酵による方法を用いた。撹拌発酵は、2000ml

容三角フラスコに牛乳1000mlを入れ、ク
・
レイン100gを加え、恒温振とう培養器を用い、20℃、

24時間旋回振とうを加えた。ク
・
レイン量の測定は、250 μ m金属性の飾を用いて濾別 し、

水洗後余分な水分を除き重量を測定 した。粘度の測定は、B形粘度計を用い20℃の条

件下で、pHの測定は、pHメーターを用いて直接測定 した。生菌数の測定は、乳酸菌と酵

母の生菌数測定を行った。一般成分は、乳製品試験法注解に準拠 し、エタノール量はFキ7

卜(へ―゙リンが一ハイム山之内(株))を使用 した。シネレシスは、日盛 り付き試験管に各発酵液を入

れ、上部に浮いたホエー部分の割合で比較 した。

実験結果

静置発酵 したケフィールは500～1000mPa・sとかなり高い。各回転数よる粘度の変化を

図1に示 した。120rpmの撹拌により粘度が著しく低下 した。各回転数によるpHの低下

とク
・
レインの増加量を図2に示 した。回転数の増加に伴いpHの低下速度は速く、120rpm

の場合5～8時間でpH4.5以下に達 した。ク
・
レインの増加量は、回転数が高いほうが大き

い傾向を示 した。ケフィールはスターターとして添加するク
・
レインが繰 り返 し使用されるため、撹

拌発酵による安定性も考慮する必要がある。そこで、120rpmによる発酵を繰 り返 し

行ないク
・
レイン増加量、pHの低下程度を測定 した。図3に示すように10回繰 り返 し発酵

を行なったが、これらの傾向に変化なく、撹拌発酵はク
・
レインに悪影響を与えることは

ないと考えられる。以上の検討事項より、120rpmによる発酵でpH4.5以下まで低下さ

せ、ク
゛
レインを除去 し発酵温度を15℃に低下し、2次発酵を行なうことで試作を行なっ
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た。試作品、静置発酵ケフィールの性状を表に示 した。また、シ
゛
ャファーメンターによって10%ク

・

レイン添加量で20℃、24時間、120rpm撹拌発酵した試作品の性状も合わせて示 した。撹

拌発酵により粘度は著 しく低下すること以外に大きな差異はなかった。アルコール濃度は

シ
・
ャファーメンター撹拌発酵した場合の方が最も高 く、120rpm試作品が最も低かった。これ

ら3種類について4℃における保存試験を行いエタノール量、乳糖量の変化について測定し

た結果を図4に示 した。乳糖量はほとんど変化 しないが、エタノール量は徐々に増加 した。

4℃では乳酸菌の活性が低 くpHは変動せず、酵母の影響によりわずかづつエタノール量が

増加 したと考えられる。10日間の保存によってもエタノール量はわずかであり、1%を越え

る可能性は極めて低いと考えられる。シネレシスは静置発酵の場合ほとんど生 しないが、

撹拌発酵の場合保存中に徐々に発生する。低粘度であるため、簡単に撹拌混合され、

特に問題はないと思われる。撹拌発酵により、静置発酵同様に若干のアルコールと炭酸が

スを含む低粘度ケフィールが得られ、ドリンクタイフ
°
化された。

要約

ケフィールは1-カサス地方が原産のアルコール発酵乳で濃厚な風味を持った飲料である。これをド

リンクタイフ
°
とするために低粘度化を検討 した。120rpmの撹拌発酵により粘度が著 しく低

下 した。撹拌発酵を繰 り返 し行なったが悪影響はなかった。保存中にエタノール量わずか

づつ増加するが、1%を越える可能性は極めて低い。撹拌発酵により若干のアルコールと炭

酸がスを含む低粘度タフィールが得 られ、ドリンクタク
・
化された。

0rpm
120rpm
シ
゛
ャフ

4.25

4.36

0.112

0.081

0.202

6。12

6.44

6.71

７

９

３

６

６

７

５２

６

５

回3 繰 り返し発酵におけるpH、ク
・
レイン量の変化

図2 各 回転数によるpH、ク
・
レイン量の変化

口4 4℃ 保存中のエタ′―ル、ラクトス量の変化

図 1 回 転数による粘度の変化
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2.

ナチュラルチーズの低ア ミン化に関する試験研究

加工食品部畜産食品科 川 上誠 田 村吉史 井 上貞仁

研究の目的と概要

ナチュラルチーズの熟成過程において、チーズ中のカゼインタンパク質は乳酸菌

等の微生物が産生するタンパク質分解酵素により分解されて遊離ア ミノ酸を生成す

る。さらにこれらのア ミノ酸の一部はア ミノ酸デカルボキシラーゼによって脱炭酸

し、チラミン、ヒスタミンなどのア ミンに転換されることが知られている。ところ

で、これらのア ミンは交感神経興奮作用を有するため多量の摂取は血圧上昇、頭痛、

動悸などの生理作用、いわゆる cheese effectを誘引することが知られている。ま

た、近年国内におけるナチュラルチーズの需要が急速に増加 している。そこで、ス

ターター用乳酸菌、製造工程を検討することにより低ア ミンのナチュラルチーズの

開発を行った。

実験方法

ナチュラルチーズの製造は青かび系 (以下ブルーチーズとする)に ついて 1ロ ッ

ト100kgの 原料乳を用いて実施 した。製造はpH規 定法に従い、 500gの サ

イズに仕上げた。乳酸菌は乳業技術協会とクリスチャンハンセン社製の乾燥菌を用

いた。乳酸菌の培養には 10%脱 脂乳、MRS培 地を用い、生菌数測定はBCP加

プレー ト寒天培地を用いた。アミノ酸はPTC化 し、ア ミンはダンシル化 して、そ

れぞれ高速液体クロマ トグラフィーを用い測定 した。チラミンの測定はチラミンの

自己蛍光を利用 し、高速液体クロマ トグラフィーで行った。水溶性窒素は酢酸緩衝

液 (pH4.6)を 用いて抽出し、ケルダール法で分析 した。タンパク質分解度は

全窒素に対する水溶性窒素の比 (水溶性窒素/全 窒素)と した。

実験結果および考察

ブルーチーズ中のア ミンと対応する遊離ア ミノ酸の分析値を表 1に 示 した。ナチ

ュラルチーズでは遊離ア ミノ酸の中でグルタミン酸の比率が高いことが特徴である。

しか し、その代謝物であるプ トレシン、スペル ミジンの含有量は比較的低いことが

明らかになった。また、アミンの中ではチラミンの含有量が高いことがわかる。こ

れは、乳酸菌等がチロシンを選択的に脱炭酸するためと考えられる。そこで、チラ

ミンに着目して試験を行った。

乳酸菌によるチラミンの生成能力を調べるため、 10%脱 脂乳 100mlに チロ

シン10mgを 添加 した液体培地に菌数 106個 レベルの乳酸菌を添加 し、 37℃

で 72時 間培養後生成されるチラミン量を測定 し、その結果を表 2に 示 した。lac.

delbrueckil subsp.bulgalgaricus B-5b菌株 (以下B-5b)の チラミン生成量が少な

いことがわかる。この種の乳酸菌は、イタリア等の一部のナチュラルチーズに利用

されてはいるものの一般には発酵乳に用いられる乳酸菌であり、国内では熟成型の

3.
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4.要 馴ウ

ナチュラルチーズに利用されることは少ない。そこで、低ア ミン生成の乳酸菌をチ

ーズスターターとして利用できるか検討するため、実際にブルーチーズを試作 した。

ブルーチーズの試作は同一原料を用いて 8種類の事L酸菌を単菌のスターターとし

て用い、混合菌スターター (クリスチャンハンセン社製 CH―N-01)を対照として、

平行 して製造を実施 した。熟成後 4週 間目の試作チーズの成分結果を表 3に 示 した。

タンパク質、水溶性窒素、タンパク質分解度、遊離アミノ酸については各チーズ間

に大きな差異は認められない。しかし、チラミンの生成量は使用する乳酸菌に影響

され、乳酸菌B-5bのチラミン生成量が少ない。このことからブルーチーズでは、乳

酸菌の差異は熟成には大きく影響 しないが、チラミン生成にのみ影響 しぐ乳酸菌の

選択によリブルーチーズの低ア ミン化が図れる結果を得た。

ナチュラルチーズでは、チロシンが選択的に脱炭酸するため、他のア ミンに比べ

てチラミン生成量が多いと考えられる。また、昨年度までの試験からチラミンの生

成量はチーズの熟成に深く関わっており、チーズの水分、熟成温度、熟成期間に影

響されることが明らかとなっている。今年度、各乳酸菌のチラミン生成量を測定 し、

乳酸菌の差異がチーズ中のチラミン量に影響することが明らかになった。このため、

乳酸菌の選択がチーズの水分、熱成温度、熟成期間とともにチーズ中のチラミン低

減に有効であることが明らかになった8

ブルーチーズ中のアミノ酸とアミ≧

遊離アミノ酸 (m2/2) アミン   〔 ″2ノg〕
ヒスチジン 1. 0 ヒスタ ミ主 S n
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2 0
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高次加工水産食品の開発

一水産物を原料とした機能性へ
°
7°チト

・
食品の開発―

加工食品部水産食品科 大 田智樹

1.研究の目的と概要

最近、食品タンパク質中に高血圧抑制作用を有するペプチ ド配列の存在が注目さ

れ、機能性食品への応用が検討されている。このペプチ ド配列は食品タンパク質に

広 く分布することが予想され、未低利用の食品タンパク質原料の高度利用法として

期待されている。そこで、本研究では道内で漁獲される水産物で未・低利用部位であ

るシロサケの頭部、内臓、ホタテガイ中腸腺などに着日し、高血圧抑制機能をもつ

食品素材を開発することを目的とし、高血圧発症因子であるアンギオテンシンI変

換酵素 (ACE)に対する阻害活性を指標として高血圧抑制ペプチ ドの検索を行った。

その結果、シロサケ頭部のプロテアーゼ (枯草菌由来ビオプラーゼ)分 解物が最

も強い阻害活性を示した。さらにこの分解物を自然発症高血圧ラット(SHR)に経口投

与 したところ、24時間後に約30mmHgの血圧降下を認め、生体内でも機能を有するこ

とが示された。このことから、このプロテアーゼ分解物中には高血圧を抑制するペ

プチ ドの存在が示唆された。そこでこのプロテアーゼ分解物に存在する高血圧抑制

ペプチ ドをACE阻害活性を指標として単離、精製し、その構造解析を試みた。また、

この分解物から食品素材として試作したペプチ ド粉末の保存中における品質変化に

ついても検討を行った。

2.試験研究の方法

試料は饂を除いたシロサケ頭部を120℃で40分間加熱した後、マスコロイダー (増

幸産業社製)で ペース ト状にし、-30℃で凍結保存したものを用いた。室温で解凍し

たペース ト試料に食品用プロテアーゼ (ビォプラー
ゼ)を 0.5%添加混合して、30℃

で5時間加水分解を行った後、遠心分離で得た上清をさらに限外濾過で分子量10,00

0以下の画分を集め、凍結乾燥した。得られた凍結乾燥物をODS、ゲル濾過HPLCおょ

び逆相HPLCを用いてACE阻害ペプチ ドを単離精製した。単離したペプチ ドをPTC化ア

ミノ酸分析およびABI社製プロテインシーケンサ473Aにより構造解析した。また、A

CE阻害活性はCushmannらの方法に準じACEの作用により遊離した馬尿酸をHPLC分析に

より測定し、各試料の阻害率を算出した。ペプチ ド粉末の保蔵試験は含気、窒素ガ

ス置換で包装し、25℃で1,2,3ケ月間保蔵したものについて、ACE阻害活性ならびに色

調を測定した。

3.実験結果

高血圧抑制ペプチ ドを検索するためにACE阻害活性を指標として各種クロマ トグラ

フィーにより単離精製を行った。ODS樹脂による精製で50%エタノールで溶出する画

分に最も高い阻害活性が認められた。この50%エタノール画分をゲル濾過HPLCにより
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ｌ分画 したところ、分子量約300～500と推定

される画分が最 も高い阻害活性を有 してい

た。さらに高活性画分をODSによる逆相HPLC

により繰 り返 し精製 し、最も高活性な2種の

ペプチ ドPl、P2を単離 した。 (図)Plと P2

はア ミノ酸分析およびHPLC分析か ら単一ペ

プチ ドと考え られた。そこでプ ロテイ ンシ

ーケ ンサーによリア ミノ酸配列分析を行 っ

たところPlは トリペプチ ド、P2は ジペプチ

ドであった。現在、同配列のペプチ ドを合

成 し、ACE阻害活性を確認 しているところで

ある。

試作 したペプチ ド粉末の保蔵試験を行 った
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4.要 約

結果、少なくとも25℃で2ケ月間の保存ではACE 図 逆相HPLCによるベプチ ドの精製

阻害活性、色調とも含気、窒素包装でも変化が認められず品質は安定 していた (表)

また、この試作品はわずかな苦みを呈するものの白色であり食品素材として良好と

考えられた。 しかし、機能性食品として製品化するためには、単離したペプチ ドの

経口投与による高血圧抑制用を動物実験により評価 し、さらに医学的見地からも詳

細に検討を加える必要がある。

未低利用水産物から高血圧抑制ペプチ ドを検索 し、シロサケ頭部プロテアーゼ分

解物が機能性食品素材として最も有効であることが明らかとなった。さらにこの分

解物に存在する高活性なACE阻害ペプチ ドを単離 し、配列解析を行い2種類のペプチ

ドの構造を明らかにした。また、実用化に向けての問題点である製品の保蔵性につ

いても検討を加え、少なくとも2ケ月は活性、色調ともに安定であることが明らかと

なった。

*ACEを
50%阻害するときの反応混液中の濃度
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高次加工水産食品の開発

―EPA・ DHAを 活用 した水産食品の開発一

加工食品部水産食品科 佐 々木茂文

1.研 究の目的と概要

水産物の特徴的な脂質成分であるイコサペンタエン酸 (EPA)や ドコサヘキサ

エ ン酸 (DHA)は 動脈硬化予防や抗アレルギー作用などの多 くの生理的効果を持

つことが明らかにされ、食品への応用が期待されている。一方、水産物を加工処理

する過程で生ずる頭、内臓等の部位はEPA・ DHAを 比較的多 く含み、それらの

供給源としての利用が考えられる。これまでに道内の水産加工で生 じるシロサケの

頭部、内臓、ホタテガイ中腸腺 (ウロ)、 スルメイカ肝臓 (ゴロ)な どについてE

PA・ DHAを 検索 してスルメイカ肝臓にEPA(約 4g/100g)、DHA(約 5g/

100g)が多く含まれていることを明らかにした。そこでスルメイカ肝臓からの脂質

の効果的な抽出方法について検討 した。さらにスルメイカ肝臓の1旨質抽出物の成分

組成とイカ類に多 く含まれるコレステロール含量を明らかにするとともにそれぞれ

の抽出物の酸化安定性ついて検討 した。本年度はスルメイカ肝臓の脂質抽出物に含

まれ抗酸化性に関与すると考えられる トコフェロール、カロチノイ ド類およびリン

脂質に注目し、それぞれの定量を行った。また、自動酸化におけるイカ肝臓抽出物

の抗酸化に対する効果を明らかにすることを目的に実験を行った。

2.試 験研究の方法

イカ肝臓抽出物の過酸化物価 (POV)を 基準油脂分析法に従い、 トコフェロー

ルとカロチノイ ド類の定量は液体クロマ トグラフィーで行った。イワシ油を基質と

してイカ肝臓の リン脂質画分とα― トコフェロールでいくつかのモデルを調製 し、

37℃で自動酸化させ、酸素吸収量、POVと ヒドロベルオキシ ドの生成量を測定 し

てイカリン脂質の抗酸化効果を検討 した。

3.実 験結果

スルメイカ肝臓の脂質抽出物の酸化安定性はイワシ油などよりも高く、脂質の抽

出方法によっても異なることが明らかになった。そこで酸化安定性に関与 している

と考えられるα―トコフェロール、アスタキサンチン、 リン脂質の含有量量を調べ

た結果を表 1に示 し、自動酸化させた場合の酸素吸収量を図 1に示した。α―トコフ

ェロール量は水抽出物が最も多く、次いでn―ヘキサン抽出物、C―I抽出物の順であり、

アスタキサンチン量およびリン脂質量はC―I抽出物が最も多く、次いでn―ヘキサン抽

出物、水抽出物の順であった。自動酸化させた時の酸素吸収量は水抽出物は試験開

始後 3日 までは暫増し、 3日 日以降7日 目まで急速に増加した。一方、C―I抽出物は

10日目までほとんど増加は認められなかった。このことからトコフェロールとリン

脂質が脂質の酸化安定性に大きく関わっていることが示唆された。
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イワシ油にα― トコフェロール、イカリン脂質およびα― トコフェロ=ル とイカ

リン脂質をそれぞれ添加したモデルを調製し、酸化させた時の酸素吸収の変化を図

2に示す。イワシ油にイカリン脂質のみを添加 しても抗酸化効果は認められなかっ

たが、リン1旨質とα― トコフェロールを添加する強い酸素吸収阻害が認められた。

POVの 変化は酸素吸収の変化とほとんど同様に変化した。α― トコフェロール量

の変化ではα― トコフェロールのみ添加 したものは試験開始直後から急速に減少 し、

4日 目にはほとんど消失した。α― トコフェロールとリン1旨質を添加 したものは5

日目までにはじめの約50%が消失したが、その後はほとんど変化しなかった。以上の

ことからイカリン脂質は トコフェロールの相乗的機能を持ち、抗酸化に大きな役割

を持つことが示唆された。したがってEPA・ DHAを 利用した食品を開発する場

合にイカリン脂質を添加することによって酸化安定性が向上することが期待される。
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日2イ ワシ油の自動酸化に対するα― トコフェロール
およびスルメイカリン脂質の影響

4.要   約

スルメイカ肝臓脂質はEPA・ DHAが 豊富に含れているが、酸化安定性はイワ

シ油などよりも優れていた。酸化安定性に関与する成分を検索 したところリンЛ旨質

にα― トコフェロールの相乗的機能が存在することが明らかとなり、これらを利用

することによってEPA・ DHAを 活用 した食品の酸化安定性の向上が期待された。
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水産食品の包装技術に関する研究

加工食品部水産食品科 大 田 智 樹 佐 々木 茂 文 西 田 孟

1.研 究の目的と概要

食品の保蔵性を高める方法として、炭酸ガスを主とした混合ガス置換包装が注目

されており、その品質保持効果が各種食品で検討されている。生鮮流通量の多い水

産食品では新しい品質保持技術として期待されている。特に最近の消費者ニーズか

ら切 り身加工品の需要が増大 しており、これらの保蔵性向上に役立つ包装技術とし

て盛んに研究が行われている。

本研究では道内の主要水産物であるシロサケ切 り身加工品およびイクラ製品につ

いて炭酸ガスを主としたガス置換包装の保蔵性向上効果の比較検討を行った。これ

までの研究で一般生菌数の変化を指標とした場合、各混合ガス置換包装のなかでシ

ロサケ切り身については70%炭酸ガス ・30%窒素ガスの混合ガス包装が最も保蔵性向

上に効果的であることが明らかとなった。 しか し、この混合ガス包装は嫌気的環境

であるため保蔵中に嫌気性食中毒菌の増殖が促進される危険性がある。また、商品

価値を左右するシロサケ特有の肉色変化についても把握する必要がある。そこで今

年度はシロサケ切 り身加工への混合ガス包装の導入を図り、新たな保蔵技術として

確立するために嫌気性菌、色調の変化などを検討 した。

2.試 験研究の方法

1994年9月道東沖で漁獲されたシロサケを氷冷下で搬入 し、直ちに頭部、内臓を除

去 し、試験に供 した。試料を 3枚 におろした後、切 り身にして、70%エタノールで殺

菌済みのプラスティック トレーに3切 れずつのせ、ハイパ リヤー性フィルム (カウ

パ ックNXLハイパ リヤー)に 入れ、通気包装、炭酸ガス置換および炭酸ガスと窒素ガ

スの混合ガス置換 (C02/N2:70/30,C02/N2:50/50,∞2/N2:30/70)包装を行った。保

蔵条件は5℃、10℃に設定 し、一般生菌数ならびに嫌気性菌、色調を経時的に測定 し

た。なお、一般生菌数は公定法により行った。嫌気性菌については嫌気ジャー (ア

ネロパック)を 用いt無 酸素条件下で一般生菌数と同様に培養後、菌数測定を行っ

た。色調は色彩色差計でL・a・bを測定した。

3.実 験結果

試験に供 した試料の二般生菌数は2.3x108でぁり、5,10℃のどちらの保蔵温度にお

いてもC02:70%,N2:30%の混合ガスが最も増殖抑制効果を示 し、前回と同様の試験結

果が得られた。各包装区分の5,10℃での嫌気性菌の経時変化を図に示 した。嫌気性

菌は当初1.4x102でぁり、通気包装で5℃では保蔵6日目で約10。まで増加 し、10℃で

は約1010まで達 した。炭酸ガス置換 した場合では10℃で6日間の保蔵 した場合、約1

06まで菌数が増加 したが、5℃では大きな変化はなかった。混合ガス置換 した場合、

5℃ではC02:30%,N::70%の混合ガス包装で6日目に約100にまで増加 したが、その他の
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組成の混合ガスでは生菌数の増加はほとんど認められなかった。一方、10℃におい

てはどの区分においてもほぼ同様の増殖傾向を示 したものの、6日目でも約106前後

であり好気性菌で認められた静菌効果は嫌気性菌でも同様の結果が得られた。以上

のことから炭酸ガス、窒素ガスを用いた混合ガス、特にC02:70%,N2:30%の割合のガ

ス包装は好気、嫌気性菌の両方の増殖を抑制し、切り身保蔵における微生物抑制技

術として効果的な包装技術と考えられた。 しかし、食中毒菌は一般に10℃以上で増

殖が促進されることから混合ガス包装を用いる場合にはこの温度以下で用いる必要

がある。また、サケ切り身の色調は官能的にも炭酸ガス濃度が高いほど赤色の退色

が見 られる傾向を示した。これは炭酸ガスが肉質へ溶解することによりpHが低下 し、

退色するものと考えられる。しかしながら、その色調変化は商品価値を低下させる

ほどではなく、実用上大きな障害にはならないものと考えられる。
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積
ｅ
橿
粗
釧

2     3

保晟日数
3     4

保蔵日敗

4.要  約

図 各 包装区における嫌気性菌の変化

シロサケ切り身の保蔵性向上に混合ガス置換包装を用いる場合に問題となる嫌気

性菌の増殖と炭酸ガスによる肉色変化について検討を行っった。その結果、今回実

験を行った温度帯で保蔵 した場合、好気性菌に対する増殖抑制効果と同様に嫌気性

菌についても抑制作用を示した。また、サケ特有の赤色は炭酸ガス濃度が高いほど

退色傾向が見られたが大きな変化はなく、実用上問題ないものと考えられた。以上

のことから炭酸ガスを主体とした混合ガス置換包装はシロサケの切り身の保蔵性を

高め、生鮮流通に大きく役立つ技術であると考えられる。

0
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水産物を利用した複合食品の製造技術に関する試験研究

加工食品部水産食品科 佐 々木茂文 太 田智樹 西 田 孟

1.研 究の目的と概要

水産物と農畜産物にはそれぞれ独特の栄養成分、風味あるいは物性を持っており、

それぞれの特性を複合化することにより水産物だけでは得られなかった栄養機能あ

るいはテクスチャーを得ることが期待される。これまでにも水産食品に農畜産物を

利用 した多くの製品が作 られているが、複合化に関する詳細な検討はあまり行われ

ていない。そこで農産物で低次利用にとどまっているおからに注目し水産物との複

合化について検討 した。これまでにもおからを混合 した食品の開発はいくつか試み

られているが、ざらつき感などのテクスチャーの問題が課題となっている。この研

究ではおからの添加時に生 じる特性や官能的な問題を検討するために、おからの原

料性状を把握 し、すり身との複合化を行った。これまでに豆腐製造時に排出される

おからの原料特性 (粒度分布、一般成分)を 調べ、魚肉すり身に添加 してね り製品

を試作 し、粒度150 μ m以上のおからにざらつき感は起因していることを明らかにし

た。そこでおか らの微細化方法について検討 したところ粉砕器、マスコロイダーに

より容易に微細化が可能であり処理前後での一般成分、食物繊維量、吸水性に変化

がないことを明らかにした。さらにす り身に添加 した場合、無添加のものと比較 し

て白度、破断強度、保水力が減少 し、粒度が小さいほど減少度合いが大きいことが

明らかになった。本年度は微細化 したおからを利用 した乳化物製品を開発するため

におからの持つ乳化活性及び乳化安定性について検討 した。

2.試 験研究の方法

おからを0～10%(■/V)含んだリン酸カ リウム級衝液1.4mlにサラダ油0.6mlを加え、

超音波発生器(20kHz,601)で 3分 間、乳化させた後、級衝液を8ml加えた。この溶液

0.02ml採取し、1%SDS溶 液10ml加えて撹拌 して500n田の吸光値を測定し、乳化活性を

求めた。また、残りの乳化後の緩衝液を24時間、20℃で静置したのち底部より2ml採

取し凍結乾燥して水分量を測定し、静置前の水分量とから乳化安定性を算出した。

この方法を用いておからの粒度および微細化処理による乳化活性と乳化安定性を測

定した。

3.実 験結果

おから濃度の0,0.5,1.0,2.5,5.0%の乳化活性を測定した結果、おから自身に

乳化活性が認められ、おから濃度が増加するに従って乳化活性も増加することが明

らかとなった。乳化安定性はおから温度を変えても大きな変化は認められなかった。

おからの乳化活性に対するおからの粒度の影響を調べた結果を図 1に示した。マ

スコロイダー処理 したおからの乳化活性は粒度が小さくなるにしたがい小さくなっ
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回 マス"イタ
・―掲理 ■ 粉細機処理

ロマスコロイタ
・―処理 ■粉細器処理

0。4

3 0。

3

日 Q2
憚

0。1

0
全体 1 0 0 0 1 F

大 ― 粒魔― 小

図 1 お からの粒度別の乳化活性

たが、粉砕器で処理 したものでは粒度による差は認められなかった。また、マスコ

ロイダーで処理 したおか らの乳化活性は粉砕器で処理 したものよりすべての粒度区

分で 4～ 6倍 高かった。マスコロイダーで処理したおからと粉砕器で処理 したもの

の密度を比較するとマスコロイダー処理物は粉砕器処理物のどの粒度区分でも3倍

以上 (図2)で 、マスコロイダー処理 したものは粉砕器処理と比較 しておからの粒

子内に空壁が多 く存在することが推測され、このことがおからの持つ乳化活性に大

きな影響を与えているものと考えられた。 田 マスコロイタ
・‐処理 ■ 粉砕機処理

2つ の処理物の乳化安定性を図3

に示 した。乳化安定性はマスコロイ

ダー処理物でも粉砕器処理物でも大

きな差は認められず、粒度区分によ

っても一定 した傾向は示さなかった。

おからの粒度を小さくすることに

よってざらつき感などを低減するこ

とが可能で、しかもおからの持つ一

般成分や食物繊維量は変化しないこ

と、そしてマスコロイダーで処理し

てもおからの乳化活性能が存在することが明らかになった。以上のことか ら魚肉す

り身とマスコロイダーで処理 したおからを複合化することによってざらつき感など

のテクスチャーを改善 し、食物繊維が豊富で乳化性が高められた食品の開発に応用

できると思われた。

4.要   約

おからの粒度をマスコロイダーで小さくすることによって魚肉すり身などと複合

化 した時、おからの持つ特性を保ったままでざらつき感などのテクスチャーを改善

することが可能であることが明らかになった。したがって、マスコロイダーでおか

らを微細化処理 し、おからの乳化活性能を活かし、食物繊維が豊富な食品の開発に

応用できると考えられた。

3 0 . 2

彗 。。1

全体  1   0   C   D   E   F

大― 粒度― 小

日2 お からの粒度別の密度

30

2 5

8 2 0

1 1 :

5

0
全体 1 0 0 ' E  F

大一 粒度― 小

日3 お からの粒度別の乳化安定性
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道産味噌の品質向上に関する試験研究

発酵食品部調味食品科 山 木携 宇 野豊子 奥 村幸広 本 堂正明

研究の目的と概要

味噌は原料、色調、味、形態などで分類 されるが、古くから各地方において特有の

味噌が作られて来たため非常に多 くの種類があり、地方によってその嗜好性 も異なる。

北海道で好まれている味噌は主に淡色系の辛日米味噌であり、特に味噌の色調に対す

する評価は厳 しく、照りや冴えがありくすみの少ない色調の良い味噌が望まれている。

しか しながら、味噌の色調に関与 している要因は多岐にわたり、それぞれが複雑に関

与 しているため未だ十分に検討されているとはいえない状況である。

そこで、今年度は味噌の色調に影響を与える要因の一つとして原料大豆の脱皮につ

いて取 り上げ、脱皮の有無によって味噌の色調にどのような差異があるかを、実際に

味噌を醸造 して検討 した。

試験研究の方法

原料大豆は北海道産のものを使用 し、脱皮大豆は日本清酒 (株)に 依頼 して用意 し

ていただいた。皮付大豆と脱皮大豆各5kgを洗浄、一晩浸漬、水切り後、真空加圧蒸

練機に入れ、0。7kg/cm2で30分間加圧水煮 した。煮熟後、放冷機で急速に冷却 してから

味噌仕込み時まで冷凍保存 した。米麹は日本清酒 (株)よ り分与 していただいた。

味噌の仕込みは、原料大豆5kg(煮 熟後重量は皮付き大豆10。2kg、脱皮大豆H。2kg)

米麹5kgの10割麹 (原料米と麹をほぼ同量と計算 した)と し、食塩濃度12%、水分50%を

目標に仕込んだ。また、味噌より分離培養 した酵母を仕込み時に添加 した。大型 ミキ

サーにて順次添加混合し均一にした後にチョッパーを通 し、201容のプラスティック製

容器に入れた。9kgの重石をのせ、25℃で約2か月保存熟成させた。

経 日的に試料を分取 し、水分 ・pH・色調 ・食塩濃度 0酸度 I・滴定酸度 0窒素溶解

率 ・窒素分解率を測定 した。色調は色彩色差計にてYxyを測定 し、その他の項目は常法

に準 して測定を行った。

実験結果

水分、食塩濃度は皮付大豆、脱皮大豆ともに大きな変動はなく、それぞれ50%、12%

前後でほぼ予想通 りの値を示 した。

味噌の色調の変化をY%で表 し、図 1に 示 した。どちらも10日目までに急激にY値が低

下 した後はほとんど大きな変動はないという結果を示 した。また、皮付大豆 (C)と

脱皮大豆 (D)で は常に5%前後の差があり、脱皮大豆の方が明るく色調の良い味噌であ

ることがわかった。肉眼で観察 した場合でも明らかに脱皮大豆の味噌の方が明るい色

調であったので、測定結果と一致 した。
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さらに、pH・酸度 I・滴定酸度 ・窒素溶解率 ・窒素分解率の経日変化の結果を順に

図2か ら図6に示した。いずれも仕込み後 2週間ほどで大きく変動した後はほとんど

変動せず、皮付大豆と脱皮大豆の分析値の間に明らかな差異はなかった。また、仕込

んでから2か月めの値は、どちらの味噌も熟成度としてはほぼ熟成が終了していること

を示 していた。
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要約

味噌の色調に影響を与える要因の一つとして、原料大豆の脱皮の有無による味噌の

色調の相違を、実際に味噌を醸造 して経日的に測定 し比較検討 した。その結果、脱皮

大豆と皮付大豆の味噌では明らかに色調に差があるという知見を得た。
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調味料の精製技術に関する試験研究

発酵食品部調味食品科 奥 村幸広 宇 野豊子 山木 携  本 堂正明

研究の目的と概要

近年の消費者の食品に対する健康志向は、醤油をはじめとする調味料に対 して低塩、

減塩化とい う傾向を産み出した。また、つゆ類に関しては、従来の濃縮タイプでは風味

が損なわれるため、ス トレー トタイプが好まれるようになってきた。これらの調味料は、

従来のものよりも塩分が少なく、保存性に劣っているため、加熱などによって十分に殺

菌することが必要である。本研究では、風味の変化を伴 う加熱処理にかわって、液体調

味料のフィルターによる除菌を目的としてお り、つゆ類の主原料となる生揚げ醤油(加

熱処理を行っていない醤油)の除菌を試みた。

試験研究の方法

醤油のろ過は以下の条件で行つた。

試料  :生 揚げ醤油。 200ml

装置  :ADVANTEC UHP90平 膜ろ過装置

平膜  :ADVANTEC メ ンプランフィルター(ニトロセルロース)

孔径   :0.8μ m、0.45μ m

加圧  :窒 素ガス、3.Okgf/cm2

ろ過前後の試料は、一般生菌数の測定および近赤外法による一般成分分析のに供 した。

実験結果

フィルター通過後の試料の一般生菌数を測定 した。処理前の試料と比べて、0.45μ

mで 十分な除菌が観察された。ただ し、データは記載 していないが、O.45μ mではフィ

ルターの日詰まりがみ られ、一時間の処理で200mlをすべて溶出することができなかっ

た。0.8μ mフ ィルターを通過 した試料を0.45μ mフ ィルターにかけると、ほとんど目詰

まりを見せずにろ過することができた。0.8μ mフ ィルターでも若千の目詰まりが見ら

れることから、これより粗い前処理フィルターと0.45μ mを併用することで、もつと容

易な除菌を行うことができると考えられた。

近赤外法による一般成分分析では、ろ過処理の前後で成分の変化はほとんどみられ

なかった。生揚げ醤油は、通常の醤油に比べて色調が淡く、近赤外スペクトルも、主に

VIS(可視光)領域で大きく変動している(図1)。この変動の影響は、スペクトルの二次微

分処理を行 うことでかなり低減することができた(図2)。

１

　

　

２

北海道醤油(株)より、試験用に分与いただいた。

平成五年度の本研究で作成した検量線を使用 した。
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表 一 般生菌数および近赤外法による一般成分分析

試料 生菌数(個/ml) 全窒素 BRIX 塩分  ア ルコール

0 . 8μ mフ ィルター通過

0.45μ mフ ィルター通過

処理前の生揚げ醤油

6.18X102

N.D.*

2.65X105

1.65  36.95  17.34

1.65  37.03  17.42

1.69  37.63  17.44

４

１

　

０

８

８

　

９

市販醤油

生揚げ醤油

* N.D= 1(用 /ml以 下

図1 生 揚げ醤油と市販醤油の近赤外スペク トル

― 市販醤油

一 生揚げ醤油

400

図2 生 揚げ醤油と市販醤油の二次微分スペク

要約

メンプランフィルターによる生揚げ醤油の除菌を試みた。その結果、0.45μ mフ ィル

ターを使用することで十分な除菌が可能であつた。フィルター通過後の試料の一般成分

を、近赤外法によつて分析 したが、処理前の試料と比較 して成分の変化はみられなかつ

た。なお、0.45μ mフィルターでは目詰まりを生じるため、単独適用では実用的な流速を

得ることができなかったが、0.8μmあ るいはより粗い前処理フィルターを併用することで

解決されると考えられ、風味の変化を伴わずに除菌することが可能であると思われた。
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大豆蛋白質の高度利用に関する試験研究

発酵食品部調味食品科 奥 村幸広 宇 野豊子 山 木 携  本 堂正明

1 研 究の目的と概要

大豆蛋白質は、植物蛋白質のなかでも栄養価が高く、ゲル形性能などの食品特性にも

富んでお り、食品加工素材 として優れた資質を持っている。大豆蛋白質の食品特性は、

加熱によって引き起こされる、あるいは助長されるものが多い。 これは、加熱によって

大豆蛋自質の立体構造が変化する(変性)ためといわれている。そこで、加熱にかわる加

工法として近年注目を集める超高圧処理に着目し、大豆蛋白質の食品特性(起泡性、ゲ

ル形成能)に対 して、超高圧処理がどのような影響を与えるかについて検討を行った。

2 試 験研究の方法

豆乳の調製:大豆は中国産、中粒を使用 した。豆手Lは、洗浄 した大豆を5℃で一晩吸水さ

せ、さらに大豆の5倍量加水 してェクセルオー トホモジナイザーで破砕、ガーゼでろ過

して調製 した。

超高圧処理 :浸漬 した大豆を超高圧処理 し、その後上記の方法で豆乳に調整 した。処理

圧力は200～ 600MPa(lMPaは 約10気圧)、処理時間は10～30分 とした。

起泡性:固形分を4%に 調製 した豆乳を、メスシリンダーにいれて振とう攪拌 し、生成 し

た気泡の量を測定 した。

カルシウムゲルの調製:豆乳(固形分5%)30mlを 85℃ でlo分加熱 し、o.3M CaC12 1mlを

加え、75℃ でlo分凝固反応 させた。その後、内径29mmの 円筒型成形器に移 し、200g

の重 りをのせて20分圧搾 した。成形 した生地は、湿ったろ紙の入つたシャー レに入れて、

物性測定まで冷蔵庫で保管 した。

グル強度の測定:レオメーターcR-200D(サ ン科学)を使用、貫入(5mmプ ランジャー、生

地への貫入に要する力)と圧縮弾性(40mmプ ランジャー、2mmの 変形に要する力)を測定

した。

3 実 験結果

3-1 超 高圧処理 した大豆から豆乳への溶出成分

大豆を200～ 400MPaで lo～30分 間超高圧処理 し、豆乳を調製 した。超高圧処理の豆

乳は、対照 と比べて、溶出固形分、全窒素ともに低い値を示 した(表)。

3-2 超 高圧処理による豆乳の食品特性の変化

超高圧処理 した大豆は、通常の大豆と比べて、加水破砕する際に生成する気泡が少な

かつた。そこで、豆乳の起泡性 と超高圧処理の関係について検討 した。その結果、
200MPa、 lo分の処理で起泡性は30%低 下、600MPa、 30分処理で49%低 下した(図1)。
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同じく、超高圧処理による豆乳から、カルシウムゲルを調製し、その強度を測定した。

その結果、超高圧処理によって、貫入、圧縮ともにゲルの強度は低下した(図2、3)。ま

た、豆乳にカルシウムを加えると蛋自質が凝集するが、超高圧処理 した豆乳の場合、対

照と比べて凝集体の組成が微細であることが観察された。

表 超 高圧処理大豆より調整した豆乳の溶出成分

固形分(%) 全窒素(%)

無処理

200MPa/10min

200MPa/30min

400MPa/1 0min

400MPa/30min

600MPa/10min

600MPa/30min 処理圧力(MPa)

図1 超 高圧処理と起泡性固形分は豆乳濃度計で測定

全窒素はケルダール法で測定

4  要 約

8       0.622

7       o.500
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図3 ゲ ル強度(圧縮弾性)

超高圧処理 した大豆から豆乳を調整 し、溶出成分と食品特性を調べた。その結果、超

高圧処理によって豆乳への成分の溶出は低下し、同等の加水量で豆乳を調整 しても、希

薄な豆乳が得 られた。食品特性に関しては、起泡性、カルシウムグルの強度は、ともに

超高圧処理によって低下し、高圧処理によって大豆中の蛋自質の構造が変化 しているこ

とが示唆された。

処理時間(分)

処理時間(分)
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2.

エクス トルーダ利用による加工食品の開発

応用技術部食品工学科 河 野慎一 熊 林義晃 清 水英樹 山 崎邦雄 清 水條資

企画調整部企画課 渡 邊治

研究の目的と概要

エクス トルーダを用いて、,職 粒から全粒粉の麺の試作を行った。エクス ト

ルーダの特徴の中で、 1台で複数の加工工程を行う事ができる点に注目した。す

なわち、原料に小麦粒を用いることで、製粉と製麺工程を同時に行い加工工程の

短縮を図り、今までに例の少ない全粒粉の麺の試作を行った。

試験研究の方法

使用したエクストルーダ (神戸製鋼所製TCO-30)は 内径30mm、L/D比24

で、ダイは直径2mm、 2穴 の型を使用した。

試験は小麦粒の粉砕試験、製麺試験、全粒粉麺の製作の3段 階で行った。

粉砕試験は成型部分であるダイを装着せずに行った。小麦粒(清水町産チホク

小麦)をホッパから供給し、スクリュパターンと回転数、供給量を変化させ粉砕

を行い、粉の粒度を測定した。粒度はまず、3、るいを用いてlnlm以上の外皮の合

有率を測った。続いて、残りの部分の粒度分布を∞LTER社製LS130(液体モジュー

ル使用、分散媒はメタノール)で測定した。

― は、原料に小麦粉(江別製粉製チホク小麦と日本製粉製デュラム小麦

のセモリナ)を用いて行った。スクリュの回転数、バレル温度、原料供給量、添

加水量の運転条件を変化させ麺を製作した。製作した麺について、生麺の水分、

色調および茄でた麺の引張強度の測定、電子顕微鏡観察、食味試験を行った。

全粒粉麺(清水町産チホク小麦)は、製麺試験と同様の測定を行った。

ェクストルーダの構造
スクリュの機能

廊
:フ ォワー ドスクリュ

原料を前方へ搬送するスクリュ.

圏
:ニーデイングディスク (ND)

原料が滞留し混練、混合、せん断を行う。

|:リ
パーススクリュ ( R S )

スクリュのビッチがフォワードとは遣向き。

原料はビッチに切ってある溝から前方へ流れる。

・1)スクリュパターン

NDを 配置

NDの 後にRSを 配置

NDの 後にRSを 配置く後方にNDを 配置

１

　

　

２

　

　

３

図 1 ス クリュの機能とスクリュパターン
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3.実 験結果

粉砕試験は図1のスクリュパターン1と 2で行った。パターン2は外皮含有率、

平均粒径がいずれも低い値を示した。すなわち、リバーススクリュとニーディン

グディスクを組合せれば、外皮、胚乳部が細かく粉砕できる事が確認された。リ
バーススクリュを組込む事で、ニーディングディスク上に原料が長く滞留し、

ディスクの効果があがり、外皮、胚乳部が細かく粉砕された。

製麺試験は図1のスクリュパターン1で行った。チホク小麦、デュラム小麦の

セモリナのいずれも、添加水量と

引張強度の間に負の相関が認めら

れた(図2)。つまり、添加水量が

多いと引張強度は小さくなった。

電子顕微鏡を用いた麺の表面の観

察では、引張強度の小さい麺はデ

ンプン粒、タンパク質の網目構造

が確認されたが、引張強度の大き

い麺ではデンプン粒は少なく、組

織も緻密であった。

麺を成型する部分のダイは材料

口  :コ:譜
●325

が移動する際に、直径が30mmから2mmに変化する。この部分では、水分の低い材
料ほど流動性が悪く、圧力が上昇し、材料温度が上昇する。このために、デンプ

ンのα化、タンパク質の変性が起こり、麺の引張強度が大きくなったと思われる。

食味試験の結果は添加水量の多い試料が市販されている麺に近い食感であった。

全粒粉麺の製作は図 1の スクリュパターン3で 行った。麺は、粉砕された外皮
が含まれるため、市販されているうどん等の麺よりも茶色味を帯びた外観となっ

た。一
方、外皮の影響のため日の中でざらざらする食感となった。

4. 要‖勺

エクス トルーダを用いて、小麦粒から全粒粉の麺の試作を行い、以下のことが

明らかになった。

(1)リバーススクリュとニーディングディスクを組合せることで小麦粒の外皮、

胚乳部が細かく粉砕できた。

(2)製麺試験では、添加水量が麺の物性に影響を与え、添加水が多い麺は市販品
に近い食感であった。

(3)全粒粉の麺は、茶色味を帯びた麺となった。回の中でざらざらする食感で

あった。

エクス トルーダを用いることで、製粉と製麺工程を同時に行い、加工工程の短縮

が図れることが示唆された。
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図2 添 加水量と引張強度の関係

(デュラム小麦のセモリナ)
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2.

膜利用による食品の分離 ・濃縮技術に関する試験研究

応用技術部食品工学科 山 崎邦雄 熊 林義晃 清 水英樹 河 野慎一

企画調整部企画課 渡 邊治

研究の目的と概要

膜を用いた分離 。濃縮技術のメリットは、無加熱であるため、風味、色相、栄養

分などが天然品に近 く保たれること、高品位精製であるため貯蔵時の品質安定性が

高いこと、濃縮工程中のエネルギー消費量が少ないことなどである。また新 しい膜

材の開発により、乳工業、飲料工業、醸造工業など多岐にわたり研究、実用化され

ている。本研究では規格外メロンの付加価値を高めるため限外ろ過膜 (UF),逆 浸

透 (RO)、低阻止率逆浸透(Loose RO)を組み合わせた、高濃度果汁濃縮システムの

開発を目的とした。本年度は平膜による基礎試験をもとに、キャピラリー膜、スパ

イラル膜などのモジュール膜装置による実験を行い、透過流束の時間経過における

低下、濃縮限界、多段RO膜システムの採用などについて検討 した。

試験研究の方法

供試材料 :「 らんこしメロン」の果肉部分を粉砕、搾汁 し果汁液とした。

使用機器 :東電工製のベンテスケール膜分離試験装置RUW-4型、通水量101/min、圧

力常用3MPa。

使用膜 :UF膜(日東電工NTU3250キャラリーモジュールCIR型、分子量分画20,000、膜

面積0。4r)、 RO膜(NTR759HR S2型、スパイラルモジュール、阻止率99.5%、膜面積

0.9耐)低 阻止率Loose RO膜(NTR7450HC S2型阻止率50%)

運転条件 :UF膜、操作圧0.1～o.4MPa循環流量101/minとし、RO膜、0.5～3MPa、101

/minにてメロン果汁で、またLoose RO膜についてはSucrose溶液の実験 した。

果汁の分析 :清澄化度 (透明度、濁度)は 分光光度計(SIMAZU、UV1200)を用い495、

660nmの波長で測定した。糖度は糖度計 (アタゴ (株))に て測定 した。

実験結果

高濃度濃縮 システムのフローを図 1に示す。本工程は第ニ ステージで低阻止率の

RO膜を組み合わせ、透過液側に溶質を一部 (30～60%)透 過 させることにより浸透

圧差を小さく保ちながら高濃度まで効率よく濃縮できるシステムである。

第一ステージでの清澄化では浮遊固形分やペクチン、たん白などの濁り物質を除

去 し高品質透明果汁を得る事ができた。

透過液の糖度は5倍濃縮で11.2°BrixからH.5° Brixへ透明度は吸光度(A3)で0.003

と懸濁物質なしの清澄液であった。濃縮液は濁度で2.4倍となった。透過流束は濃縮

倍率が上がるに従い急速に低下するためキャピラリー膜の逆流洗浄を2倍濃縮時、約

20分毎に行ない効率を上げることが必要となる。

3.

―-39-―



第ニステージでの濃縮工程では清澄果汁をRO膜による処理を操作圧力3MPaで行っ

た結果を図2に示す。浸透圧に起因する濃縮倍率の限界があり約2倍濃縮まで しかで

きなかった。濃縮果汁は20°Brix、透過液は0°Brixであった。

第ニステージでは同 じく3MPaでさらに高濃度にするためLouse RO膜による、20°

BrixのSucrose溶液について濃縮処理を行った。一部透過液へ溶質を含むためRO膜に

くらべ透過流束の減少率も少なく短時間で30°Brixまで濃縮が可能であった。図3

透過膜のBrixは最初10°Brixから3倍濃縮で15.6°Brixへ濃縮液は29.7・Brixで阻

止率は47.5%で あった。

4.要   約

メロン果汁の膜分離による清澄化高濃度濃縮化について試験を行った結果、UF膜

(キャピラリーモジュール)を 用い5倍濃縮により懸濁物質を含まない清澄果汁を製

造することができた。濃縮果汁の製造には高阻止率 (99%)RO膜 を用い2倍濃縮によ

り、また高濃度濃縮には低阻止率 (約50%)の Loose RO膜を用い3MPaの比較的低圧

で3倍濃縮が可能であった。さらに耐圧性の高い装置、モジュールの使用により各ス

テージの操作圧を上げることで、より多くの液状食品に高濃度濃縮 システムが広 く

利用することが可能である。

原  液
メリ果汁→

10° Brix

図 1 メ ロン果汁の高濃度濃縮フロー
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高圧処理技術の食品加工への応用に関する研究

応用技術部食品工学科 山 崎邦雄 熊 林義晃 清 水英樹 河 野慎一

研究の目的と概要

食品素材に超高圧 (100MPa～lo00MPa)をかけると加熱処理と同じようにタンパク

質は変性 し酵素や微生物は不活性化あるいは死滅する。しかも加熱と異なり熱によ

る変質 (呈味、呈色、物性の劣化、ビタミン等栄養素の損出など)が 無いという利

点があり、食品の調理、加工、殺菌、保蔵への新しい技術として注目されている。

これまでに酵母、生乳、サルモネラ菌、大腸菌などの殺菌、また豆乳、濃縮牛乳の

グル化条件、卵白、魚介類タンパク質の変性や調理 ・加工について高圧処理を行っ

た。本年度はメロン果汁について殺菌、香気成分測定及びグル状菓子 (ジャム、ゼ

リー)食 品の加工技術について検討 した。

試験研究の方法

使用 した高圧処理装置は神戸製鋼所の小型試験機 (WIP)で、処理室寸法D60×

L200mm、最高圧力700MPa、温度範囲R.T.～80℃でビストン直圧方式、水を圧力媒体
とした。供試材料 ら んこしメロンをジューサーにかけ固形分と果汁を分離 した。

果汁をテス トール (loml)に入れ (200～700MPa、10～30min)加圧処理後、標準寒
天培地 (ニッスィ)を 用い一般生菌数の測定を行った。

加圧処理果汁と加熱殺菌果汁 (85℃、13分)と N2、C02ガス置換果汁 (10oml当たり
ガス200m1/min 5分)と 未処理果汁の香気成分変化をP.T.I。(Chrompack)CcoMS分析
計 (日立)を 用い測定 した。

グル状菓子の製造には砂糖、クエン酸、ペクチン LMS‖325、K―カラジーナンを用い

た。混合比を変え温度20℃、300～700Mpa、10～30分間高圧処理 した。ゲル強度はレ
オメーター (サン科学)を 用い直径10mmの円形プランジャーを用い測定 した。

実験結果

メロン果汁の高圧殺菌処理について :

メロン果汁の20℃にて加圧力200～500MPa、保持時間10～30分加圧処理 した場合の
一般生菌数を表 1に示す。 保 持時間10分でみると200MPaで5,5×108、300MPaで
4.3×108、400MPaで4×101で500MPa以上では著 しく減少 したが700MPaの処理でも残
存する菌は耐圧性、耐熱性細菌の芽胞と考えている。

加圧処理物の香気成分変化についてGCoMSによればガス置換処理物と同様未処理のも
のと大きな差は認められなかった。加熱処理殺菌の場合には3つ のビークが増加 し
た。 (図 1)そ れらのビークはデーターライプラリーによればNo。273:n―Hexyl
Acetate、No.304:cis-3-Hexeyl Acetate、No。613:Benzyl Acetateと推定 される。
前 2つ のAcetateは果汁中に存在す る リノール酸、 リノレン酸が酸化 され、それぞれ
の13-hydroperoxideが生成 、その分解 により各Hexanalが生成後還元されHexan01が
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生成する。これがエステル化により上記 ピークの化合物が生成される。炭酸ガス置

換 したものはやや酸性側になるが他の加圧処理物は未処理と差は殆どなかった。 8

人のパネラーによる香 り、甘味、渋味、酸味、後味、異臭感の6項 目官能評価をし

たところ加熱殺菌処理は香りがなくなり異臭感(芋の臭い)が有るとの結果であった。

加圧処理は異臭成分の発生が抑えられる加工技術であり新食品製造が可能である。

メロンのゲル状菓子について :

メロンは果肉部を ミキサーにて粉砕 したものを用い砂糖、クエン酸、ペクチンを

加え均一に混合しプラスチック容器に入れ密封 し超高圧処理 した。表 2に 示す混合

比で700MPa、30分加圧 した時のグルの硬きは2、4gであった。ベクチン、糖度が多く

なると硬 くなる傾向を示 した。

またゲル化剤にK―カラジーナンを使用することによリゼ リー状にすることができた。

この場合は補糖せずに4%カ ラジーナン濃度果肉液を20℃ 700MPa 20分の高圧処理が

必要であった。

4 要   約

メロンジュースの殺菌には400MPa20分以上の高圧処理が必要であった。

香気成分の分析により加熱殺菌で生成する異臭3成分が推定された。

メロン果肉のゼ リー状食品を作るにはグル化剤、糖度、pHは加圧時間によリゼ

リー強度が調節できるが最低ゲル化濃度は果肉の種類によって異なる。

表 1メロッシ
・
コ‐スの加圧による一般生菌数の変化

未処理  2.8X104

l0r ln 20●in      30■ in

表 2加 圧処理ゼ リー混合比

メ ロ ン   50    50

砂  糠   3 8    4 2

クエン酸    1    1

ペクテン   | . 6   1 . 2

糖度B r i x° 4 4 . 6°  5 0°

p   H    3.9   3.9

2 0 0 , P■   5 . 5 X 1 0 0

3 0 0 M P a    ` . 3 X 1 0・

4 0 0 M P a    4 . O X  1 0

5 0 b I P a     く 1 0

4 . 2 X 1 0 '   3 . 3 X 1 0 3

1 . l  x  1 0 3   5 . l X  1 0 '

く1 0    く 1 0

< 1 0    < 1 0

- - 4 2 -―

図 1加 熱、 加圧処理 果汁のC C・l Sチャー ト



新 規 乳 酸 菌宿 主 ベ ク ター系 の構 築 と食 品加工へ の利用 に関す る試験研 究

応用技術部 生 物工学科 池 田隆幸 八 十川大輔 長 島浩二

1.研究の目的と概要

乳酸菌は多 くの発酵食品製造に関与する重要な菌である。特に本道においては各種乳

製品、味噌、醤油、漬物などの乳酸菌関与食品の生産額が食品工業出荷額の約15%を 占

めている。これらの食品の付加価値をさらに高めるために、乳酸菌改良技術の確立は極

めて重要な研究課題の一つである。中でも、味噌、醤油、漬物などの農産品発酵食品に

極めて重要な役割を果たしているたdi… ‖幅 と呼ばれる乳酸菌の育種改良技術は、乳関

係の乳酸菌に比べて非常に研究が遅れている。一方、遺伝子組換え技術は近年急速に発

展 した微生物育種改良技術であり、新規食品の開発や食品製造プロセスの改善のために

は必要不可欠な先端技術である。この様な観点から、本試験研究はPediOcOccυ幅 を中心と

する乳酸菌の育種改良のための宿主ベクター
系の開発と有用形質の探索導入技術を確立

し、食品工業への目的として行っている。本年度は、遺伝子組換えに必要なプラスミド

ベクターとして、味噌由来乳酸菌Ё18株から得られたプラスミドpSKPB18の 解析を行った。

2.試験研究の方法

pSKPB18を 分離 した味噌由来好塩性乳酸菌B18株から大量調整 し、制限酵素B“劇I、

EcoRH、題劇Ⅲ、KpnI、PsI、助Л、xbal、xrloIで切断し、制限酵素地図を作製 した。次に、

pSKPB18の シークェンスを決定するために、pSKPB18を 20RIお よびHindⅢ切断部位で大

腸菌プラスミドpUC19と 連結 し、得られた組換えプラスミドで大腸菌JMlo9株 を形質転換

した。得られたアンピシリン耐性形質転換株からプラスミドをアルカリ法で調製 し、日

的の組換えプラスミドを制限酵素解析で確認 した。さらに、得られた組換えプラスミド

を、宝酒造 (株)Dettion Kitを用いて、順次pSKPB18の 欠失プラスミドを作製 し、同様

に大腸菌JMlo9株 から調製 したプラスミドを制限酵素解析で確認 した。この得られた欠失

プラスミド約10o種類を、ポリエチレングリコール60∞とフェノールによって除タンパク

後精製 した。それぞれの欠失プラスミドlμ gを用いて、PERKIN ELMERttTaq Dye

Deoxy Terrninator Cycle Seqencingキットを用いたダイデオキシチェーンターミネーション

法でシークエンス反応を行い、pSKPB18の 全塩基配列をアプライ ドバイオシステムズ社

DNAシ ークエンサー373Aを用いて決定 した。得られた塩基配列は、帝人システムテクノ

ロジー (株)DNA解 析ソフトウエアGene WorksおよびbNAデ ーターベースGenBankを用い

て解析 した。

3.実験結果

【組換えプラスミドの作製】

pSKPB18を制限酵素EcoRI切断し、大腸菌プラスミドベクター
puc19のEcoRI部位に連結

し大腸菌JM109株を形質転換した。得られたアンピシリン耐性大腸菌の中から、目的通り
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pUC19の EcoRI部位にpSKPB18が 連結 された組換えプラス ミ ドpSKE101お よびpSKE101Rを

得た。同様に してHindⅢ部位 を用いてpSKE102、pSKE102Rを 作製 した。

【欠失プラスミドの作製】

得 られた組換えプラス ミ ドpSKE101、pSKE101R、 pSKE102、 pSKE102Rの それぞれに

ついて、欠失反応後大腸菌JM109株 を形質転換 した。得 られたアンピシリン耐性株の中か

ら目的の欠失プラスミドを保有する株を選択し、約200塩基対ずつ欠失したプラスミドを

それぞ25種類ずつ分離した。

【pSKPB18塩基配列の決定】

欠失プラスミドをそれぞれシークエンス反応した後、DNAシ ークエンサーで塩基配列

を決定した。遺伝子解析ソフトウエアGene Worksで解析した結果、pSKPB18は全長3350べ

―スペア (bp)で、遺伝子における塩基の割合であるグアニン (G)+シ トシン (C)含

有率は36%で 、染色体のGC含有率である40%よ りも低いことが明かとなった。50アミノ

酸以上の蛋白質をコードできるオープンリーデイングフレーム (oRF)を 検索したとこ

ろ、下図に示した3カ所にORFが存在した。データーベース検索では、現在までのとこ

ろ相同性の高いDNA塩 基配列は確認されなかった。

EcoR!
3an!‖

Pソυll

Hlir7d‖|

Hlir7d‖l

4.要 約

北海道産味噌由来好塩性乳酸菌からプラスミドpSKPB18を分離し、その制限酵素地図

を作製した。その知見をもとに、大腸菌との組換えプラスミド4種類を作製後それぞれ

の欠失プラスミドを用いてpSKPB18の全塩基配列3350bpを決定した。その中には、3カ

所の蛋白質をコードできるORFが存在した。本試験研究により、世界で初めて好塩性の

乳酸菌プラスミドの塩基配列が明かとなり、今後の農産物発酵食品に関与する乳酸菌の

育種改良技術が一段と加速できると考えられる。

pSKPB18

3350 bp
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細胞融合による有用食品微生物の開発 と利用に関する試験研究

応用技術部生物工学科 長 島浩二 八 十川大輔 中 川良二

研究の目的と概要

紅麹菌 (Monasc」s属)は 古来より中国、台湾などで醸造食 品の製品に用い られて き

たカビの一種であ り、色調、香 り、アルコール生産能などの面で他の麹菌にない特徴を持 っ

ている。本研究では、紅麹菌を利用 した特色ある食品を開発するために、本菌 と黄麹菌

の間での細胞融合技術の確立とこの技術 を用いた麹菌の育種 を日指 している。昨年度 ま

でに、紅麹菌の栄養要求性変異株の単離と栄養要求性の同定を行った。本年度は麹菌の

フ
°ロトフ

・
ラスト調製条件の検討を行い、紅麹菌と黄麹菌との間で細胞融合を行った。

試験研究の方法

(1)プ ロトプラス トの調製

供試菌株 としてM.anka 8b‐5(adc)とA.οryzac A61NG37(力rs)を用いた。A61NG37は

長野県食品工業試験場の桑原秀明氏より分与 していただいた。

上記菌株を液体培養 し、菌糸をがラスフイルター (Gl)で ろ別 した後、OSハ
゛
ッファー (50mMマ

レイン酸緩衝液,pH5.5-0.6M硫 酸アンモニウム)の 20mlで 洗浄する。菌糸約150mg(湿 重量)

を量 り取 り、酵素液 (酵素をosハ
・
ッファーに溶かし、ろ過滅菌する)lmlを 加えて、60～

70rpmで 振盪 しながら35℃で1～5時間インキュヘ
・―卜する。各時間で反応液を採 り、osハ

°
ッフ

ァーあるいは水でlo倍希釈 し、顕微鏡下で単細胞数を計測す る。 (osハ
・
ッファーでの数)

―(水での数)を プロ トプラス ト数とした。

(2)細 胞融合

上記の様に菌糸を酵素処理 した後、反応液に10mlのOSハ
°
ッファーを加え、ク

・
ラスフイルター (

G3)で ろ過後、700×gで5分 間遠′さし、へ・レットを適当量のOSハ
゛
ッファーに懸濁する。それ

ぞれのフ
°ロトフ

・
ラスト懸濁液 (フ

・
ロトフ

・
ラスト数各0.5～1×106個)を 混合 し、700×gで5分 間

遠′さ後、へ°レットをo.5～lmlの融合ハ・ッファー (50mMク
・
リシンーNaOHハ

゛
ッファー,pH7.5、 50mM

CaC12ヽ 30%(w/V)ホ
°
リエチレン・夕

・
リコール6000)に 懸濁 し、30℃で1分間あるいは15分問イン

キュベ―卜する。インキュベ―ション終了後、10mlのOSハ
゛
ッファーを加 えて反応を止め、700× gで5

分間遠心 し、へ°レットを適当量のosハ
・
ソフアーに懸濁する。この懸濁液をッアヘ

・
ッタ・ドッタス (

Cz)培 地+0.6MKCl寒 天平板に塗抹 し、同寒天培地を重層 して30℃で培養する。

実験結果

(1)プ ロトプラス ト調製条件の検討および細胞融合

麹菌のプロ トプラス ト調製についてはすでに幾つかの報告があるので、それらを参考

にして先ず以下の条件 (基本条件)で 調製を試みた。すなわち、培養液 としてPD培 地

を、細胞壁消化酵素 として ウスキザィム (2%7in度)、 浸透圧調整剤 としてo.6M硫 酸 ア
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ンモニウムを含む50mMマ レイン酸緩衝液 (pH5.5)を用いた。M an趨8b‐5の場合、こ

の条件において2時間処理で107個/mlを越えるプロ トプラス トが調製された。一方、

ス.oryzac A61NG37の場合はこの条件では1.5×105個/ml以下であつた。そこで、酵素

の種類や濃度、培地、浸透圧調整バ ッファーな どを変えてフ
°ロトフ

°
ラストの調製を行つた。そ

の結果、表に示されているように、培地 としてHBY培 地、酵素として2%ウスキサ
°
イム+0.2

%サ
・
イモリエースを用いたときに107個′mlを越えるプロトプラストを調製できることがわかった。

上記の条件でプロトプラストを調製 し、M an趨とA.Oryzacの間で細胞融合を行つたが、

7日間の培養ではヨロニーは出現せず、14日目に2個のコロニーが出現 した。これ らの株は生育

が遅 く、形態的にはス.οryzacタイフ
°
であ り、M.ataの 特徴は持っていなかった。

表  黄 麹菌 (ス.ο ryzae A61NG37)のプロ トプラス ト調製条件の検討

PDB :ホ
°
テトテ

・
キストロース培地 l  HB:Hennerberg 培 地 l  HBY:Hennerberg 培 地 10.2%

酵編}エキス,  U:ウスキサ
゛
イム,  N:ノホ

・
サ
゛
イム・  Z:サ

゛
イモリエース

OSハ
゛
ッファー:50m‖マレイン酸緩衝液,pH5.5に表に示 した濃度の浸透圧調整剤を加えた。

要約

紅麹菌 (M an趨 )と 黄麹菌 (ス.oryzac

を決めた。これらの間で細胞融合を実施し、

遅く、形態的にはA.oryzaeタイプであ り、

)か ら107個/mlを越えるプロトプラストを調製する条件

2個の融合株候補を得た。この融合株候補は生育が

Ma趨 の特徴は持っていなかった。

EXP

No.

培地 OSハ
゛
ッフアー

(Mole濃度)

酵素 プロ トプラス ト数 (×106)

lhr     2hr     3hr     4hr     5hr

1 PDB (NHa)25Oa (0.0; 2%U 0 0 0

2 PDB (NH4)2SO4 (0.6) 2%U+0.2%N 0 0    0.16

3 PDB (NH4)2504 (0.6) 2%U+0.2%Z 2.50    3.28    2.34    2.97

4 H B (NHa)25Oa (0.6) 2%N 0     0.47    0.16

5 HBY KCI     (0.4) 1%U10.1%Z 0 0 0

6 HBY KCl    (0.4) 2%U+0.2%Z 0 0 0

7 HBY KCI (0.6) 2%U+0.2%Z 0.94    1.41    2.81    2.03

8 HBY (NH4)2504 (0.6) 2%U+0.2%N 0.16    0.94    0.78    1.25    4.22

9 HBY (NHa)25Oa (0.6) 1%U■ O.1%Z 0.16    1.56    0.63    1.41    1.88

10 HBY (NH4)2504 (0.01 2%U+0.2%Z 7.03    17.8    19.8    23.1
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遺伝子操作技術を利用した糖質代謝酵素の生産及び当該酵素の食品工業への利用に関する

試験研究

応用技術部生物工学科 八 十川大輔 中 川良二 池 田隆幸 長 島浩二

研究の目的と概要

酵素は道内食品工業における廃棄物の有効利用及び処理コストの軽減、道産未利用生

物資源の有効利用、製品の付加価値向上、及び機能性を付与した新製品の開発等に有用

と考えられる。現状では食品加工用の酵素は高価であり、必ずしも有効に利用されてい

るとはいえない。そこで、遺伝子操作技術を用いた安価な酵素の大量生産技術の確立を

目的として、先ずC雨 iの産生するグルカナーゼの精製を行った。その結果、SDS‐PAGE

において単一な34kdのバンドとして精製した。

本年度はグルカナーゼ遺伝子の取得するために、抗グルカナーゼ抗体を調製し、

c rOrrsl cDNAライプラリーを発現ベクターを用いて調製した。

試験研究の方法

(1)抗 グルカナーゼ抗体の作成

精製したC rOrFs″産生グルカナーゼを試料として、Japanese Whi"Rabbit(1.5kg程

度、雌、7～8週齢)2羽 を以下の方法で免疫し、抗グルカナーゼ抗体を精製した。

1)約 ltXlμ gのグルカナーゼをlo%sDS‐PAGEに 泳動し、クマシー ・プリリアント・プ

ルーで染色後バンドを切り出す。

2)グ ルカナーゼのバンドを含んだグルをシリンジ中で細かく破砕し、グルo.8mlに対

し、Freund CompL“可 uvant l.2mlの割合で混合する。

3)ウ サギの背中及び腿に4～5カ所に分けて皮下注射する。

4)2週 間後、約1/2量 のグルカナーゼを電気泳動し、同様にしてバンドを切り出す。

グルo.8mlに対し、Freund incOmple“震りuvant l・2mlの割合で混合 し、同様に皮下注射する

(プースター)。 更に2週 間後ブースターを注射し、10日間飼育する。

6)ウ サギの耳の静脈をキシレンを塗布することにより怒張させ、メスで静脈に傷をつ

け、静脈血を約25～30ml分取した。

7)遠 心により血餅を除き、グルカナーゼをエレクトロプロットしたPvDFメ ンプレンを

用いて血清中の抗体をメンプレン上の抗原に吸着させバッファー中に溶出することによ

り精製した。

(2)C.Ю lfsii cDNAライプラリーの作成

C rorFs″からIsoGENTMを用いてtot」RNAを 調製した。このRNA溶 液に01igotex―dr30

S U P E R T Mを 添 加 しp o l y A + R N Aを 調 製 し、Z A P―c D N A  S y n t h e s i s  K i t T Mを用 い てc D N Aを 作 製

した。 G i g a p a c k T M I I  P a c k a g i n g  E x r a c t sを用 い てパ ッケ ー ジ ング を行 い、XL l―B l u c  M R F株

2.
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に感染 させ、ライプラリーを調製 した。

ニ トロセルロースフィルターにプラークをプロットし、上記抗体 を反応 させベクタステイ

ン ABC―POキ ッ トTMを用いてスクリーニングを行つた。

3.実 験結果

微細結晶セルロース (フナセルSF)0.4gを 含むセルラーゼ誘導培地200mlにC rorFs″

を接種、2日 間培養後、湿菌体重量 (残存セルロース粉末を含む)で 8.2gの菌体を得た。

lSOGENTM中 で 菌 体 を 破 砕 し、 1.4mgの tOtalRNAを 取 得 し た (図
-1)。 こ の う ち lmgか ら

Oligotex‐dT30 Superを用セヽて5,8μgのpolyA+RNAを 分取した。ZAP‐cDNA Synthesis KitTM

を用いてcDNAを 合成し、1.2μ gのcDNAを 取得した (図-2)。

1.77kb
l.52kb
l.28kb
O.78kb
O.53kb
O.40kb
O.28kb
O.16kb

-23.lkbp

≡:i:illl
……2.3kbp~2.Okbp

~0.56kbp
5SRNA~~● レ

図-1.arorFs″total RNAの電気泳動
レーン 1.及び2.total RNA
レーン 3.RNA分子量マーカー

図-2.cDNAの 電気泳動
レーン1.cDNA
レーン2.DNA分 子量マーカー

1 0 0 n gの c D N Aを u n i _ z A P T M X R  v e c t o rに 連 結 し、 Gi g a p a c k T M I I  P a c k a g i n g  E xぱa c“ を用 い て

パッケージングを行いXLl‐Bluc MRF株に感染させ、ライプラリーを調製 した。現在、上記

抗体プロープを用いて、cDNAラ イプラリーからのグルカナーゼ遺伝子のスクリーニングを

行つている。

4.要 約

a rorFsIの産生するグルカナーゼを精製 した。この酵素標品を抗原として、抗グルカナー

ゼ抗体を調製 した。本菌株から total RNAを 調製し、 cDNAラ イプラリーを作製 した。

1    2   3 1    2
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植物培養細胞が産生するレクチン様蛋白質の食品加工への利用に関する試験研究
―キクイモカルスレクチンの精製、性質および利用―

応用技術部生物工学科 中 川良二 八 十川大輔 池 田隆幸 長 島浩二

研究の目的と概要

レクチンは細胞を凝集させたり、多糖類や糖蛋白質を沈降させるという特性をもっ

た蛋白質で、植物、動物、微生物など広 く生物界に存在 している。本研究は短期間で

常に一定の原料を供給できる細胞培養技術に着目し、道内で栽培、或いは自生してい

る植物を用いて培養細胞を誘導し、レクチン様蛋白質を検索し、得られた蛋白質を食

品加工分野へ利用することを目的としている。

我々はこれまでにキクイモ塊茎由来のカルスを誘導し、その中にマンノースに強い

親和性を持つレクチンが存在していることを見つけた。以下に、本レクチンの精製、

性質およびレクチンの酵母に対する影響について報告する。

試験研究の方法

キクイモのカルスはMurashte―Sk00g寒天培地を用い、26℃、40日間、暗所で静置

培養し得られた。レクチン活性はトリプシン処理したウサギ赤血球の凝集反応を用い

た。レクチンの単一性はネイティプPAGEで 確認した。レクチンの分子量はグルろ過

カラムを装備したHPLCで 測定した。サプユニットの分子量はSDS‐PAGEを 用いて算

出した。アミノ酸組成はレクチンを6M HCl中 でHO℃ 、24時間分解後、行った。 レ

クチンの蛍光標識化はフルオロイソチオシアネートFrc)を 用いた。

実験結果

【精製】キクイモのカルス600g(新鮮重量)に2%イ ソアスコルビン酸を含む蒸留水

を添加し、ポリトロンを使って破砕 した。粗抽出液を遠心分離により回収し、硫安分

画(45%飽和)後、イオン交換クロマトグラフイー、マルトースをリガンドとするアガ

ロースアフイニティークロマトグラフイーおよび調製用電気泳動の手順でレクチンを

精製した。

【性質】キクイモカルスには2つのタイプのレクチンがあった。それらをHTA lお

よびHT A  Πと名付 けた。I「FA  Iおよび田FA  Ⅱの分子量 は共に34 0 0 0前後であ り、SD S‐

PA G Eの 結 果か ら、 HT A  Iは約 17 0 0 0の同
一サプユ ニ ッ トか らなる2量体、HT A  I Iは約

18000と17000の異なるサブユニットからなる2量体であると推定した。HTA Iおよび

HTA IIのアミノ酸組成は非常に類似していた。糖による活性阻害試験から、HTA Iと

田「AHは 同一の活性阻害パターンを示し、単糖ではグルコース/マ ンノースで阻害さ

れ、またα_マンノシド結合をもったオリゴ糖で非常に強 く阻害された (図1)。

lrrAの赤血球凝集活性は、pH7.0以下で減少 し、PH 5.0で完全に失われた。グルろ過

2.

3.
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の結果から、pH5.0の条件でレクチンはサブユニットに解離していることが示された。

しかしながら、pH5.0の条件下でもマルトースアガロースグルに吸蒼することから、

HTAは サブユニットに解離した状態でも糖結合活性は保持していることが示唆され

た。

【酵母に対する影響】酵曝の細胞表面には糖鎖があり、マンノースを含んでいるこ

とが知られている。そこで、本レクチンを使つて酵母の凝集試験を行なった。その結

果、Saccharomyces cere宙siacなどH種 、24菌株のうち10種、22i着株で凝集が確認され

た (図2)。 また、レクチンをFlTC標識した後、酵けに作りllさせると、酵母は蛍光

を発した。この結果から、酵1摯を検出することが可能である。以上のことら、本レク

チンはマンノースやグルコースを構成成分とするオリゴ孵iや複合糖類の分離 ・除去、

マンノース糖鎖を持つ複合糖類、微生物、細胞などの分離 ・検出 ・解析に利用するこ

とができると思われる。

糖

ク
・
ルコース
マルトース

マルトトリオース
マルトテトラオース

マンノース
1-α‐3-マンノビオース
1-α-6-マンノヒ

°
オース

(1-α‐3,1‐α-6)―(1‐1[ξi:」瑞3;7);IIl

最小活性阻害濃度(mM)

図 1 精 によるI‐rrAの赤血球凝集活性の阻害

図2 HTAに よる酵母の凝集;(左 )レ クチン添加、 (右)未添加

要約

キクイモのカルスをMurashige‐Sk00g寒天培地を用いて誘導 した。本 カルスから精製さ

れたレクチンには分子サイズのわずかに異なる2つ のタイプがあり、共にマンノース/グ

ルコースに特異性を示した。本レクチンは、ほぼ全ての種類の酵母を凝集した。また、

FITC標識 したレクチンで酵母を蛍光発色させることができた。従って、本レクチンは糖

類や微Ji物の分離、検出への応用が期待できる。
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パイオテクノロジーによる発酵食品の開発

―紅麹菌を利用した味噌の発酵試験一

発酵食品部調味食品科 山 木携 宇 野豊子 奥 村幸広 本 堂正明

研究の目的と概要

通常味噌の醸造に使われる黄麹菌の製麹 日数が数日であるのに対 して、紅麹菌は増

殖が遅 く、製麹に 1週 間前後を必要とする。このため紅麹菌は製麹期間中に雑菌汚染

されやすいという問題点がぁる。一方、紅麹菌は黄麹菌と比較 して糖化力は弱いがプ

ロテアーゼ活性は遜色ないことから、米紅麹製造時に蛋白源を添加することによって

紅麹菌の増殖能が高まり、製麹 日数が短縮される可能性がある。

そこで、今年度は紅麹菌の増殖速度を高めることで製麹期間の短縮を図り、雑菌汚

染の可能性を軽減することを目的として、米紅麹製造時に蛋白源を添加 した場合の効

果を調べ、米紅麹の製麹法について検討 した。

試験研究の方法

紅麹菌はIonascus anla IF04478を供試 した。これをポテ トデキス トロース培地で

液体培養 し、得られた菌液をそのまま種麹として使用 した。添加する蛋白源としては

製麹後の味噌の醸造を考慮 して市販の大豆蛋白 (乾物換算による蛋白含量が55%のもの)

を高圧蒸気滅菌して用いた。

原料米約10kgを洗浄、一晩浸漬、水切 り後蒸米機に入れ、0。3kg/cm2で30分間蒸米

した。これを放冷機にて急速に冷却してから真空加圧蒸練機に入れ、殺菌のために約

30分間スチームを通 した。40℃になるまで放冷 し、対照区 (C)の 場合は大豆蛋白を

加えずに植菌 (菌体培養液 約1400ml)した。試験区 (Ctt P)の場合は大豆蛋白を1%

(100g)添加 し、十分批拌 した後に植菌 した。植菌後は温度40℃、湿度100%RHで製麹

し、6日目に製麹を終了した。試料は分析用として直ちに冷凍保存 した。

冷凍保存 した麹より酵素液を調製 し、α―アミラーゼ活性、グルコアミラーゼ活性、

酸性及び中性プロテアヽゼ活性を測定 した。また、乾燥粉末にした麹を用いて菌体量

の測定を行った。

実験結果

製麹終了後の米紅麹の色調は、試験区 (C+P)は 対照区 (C)に 比べて黄色味を帯び

ていた。これは添加 した大豆蛋自の色調の影響である。紅麹に特有の赤味は対照区の

方がより赤味を帯びていた。また、肉眼で観察 した限りにおいては試験区も対照区も

雑菌汚染がみられず、真空加圧蒸練機での製麹は雑菌汚染の面からは良好な結果を得

た。

製麹時の特徴としては、製麹が進むにしたがって、かなりのエタノール臭と果実臭

があった。このことから紅麹菌にはエタノール産生能があり、また有機酸も生成され

ているように思われた。
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次に米紅麹の菌体量測定の結果を表 1に、酵素活性の測定結果を表 2、 表 3に 示 し

た。菌体量、酵素活性ともに大きな差が表れず、大豆蛋自の添加効果はみられなかっ

た。 しかしながら、菌体量と酵素活性を比較 してみると、試験区の方が菌体量が低い

にも関わらず、酵素活性はグルコアミラーゼを除いて高い値を示 した。今回の蛋白添

加量が1%で、添加量としては少なかったことも考慮すると、さらに大豆蛋自の添加量

を増や した場合に添加効果が表れる可能性もあるので、今後蛋白添加量を増加 しての

添加効果を調べる必要があるように思われた。

表1 米 紅麹の菌体量

C+P

菌体量 (mg/g麹) 3.75 3.62

C:対 照区 (大豆蛋白無添加)
C・「P:試 験区 (大豆蛋白1%添加)

表 2 米 紅麹 の プロテアーゼ活性

C+P

酸性プロテアーゼ活性

中性プロテアーゼ活性

(U/g表盤)

(U/g表盤)

4728   4963

530    563

表 3 米 紅麹のアミラーゼ活性

C+P

グルコアミラーゼ活性 (U/g麹)

α_ア ミラーゼ活性 (U/g麹)

131

7.57

119

8.75

要約

増殖速度が遅く、製麹に時間を要する紅麹菌の増殖速度を高めることを目的として、

米紅麹の製麹時に大豆蛋白を添加 した場合の添加効果を大豆蛋白無添加の場合と比較

検討 した。その結果、原料米に対する添加量が1%の場合には明確な添加効果は表れな

かったが、添加量を増加させることによって効果の表れる可能性を残 した。

(共同研究機関 北 海道大学農学部 岩 田醸造 (株) 日 本清酒 (株)福 山醸造 (株))

―-52-―



バイオテクノロジーによる発酵食品の開発
―細胞融合による紅麹菌の育種―

応用技術部生物工学科 長 島浩二 池 田隆幸 八 十川大輔 中 川良二

研究の目的と概要

紅麹菌 (Mο″ascus属)は 古来より中国、台湾などで醸造食品の製品に用いられ

てきたカビの一種であり、色調、香 り、アルコール生産能などの面で他の麹菌にない

特徴を持っている。本研究では、紅麹菌を利用 した特色ある味噌を開発するため

に、本菌の細胞融合技術の確立 とこの技術を用いた育種 を目指 している。昨年度

までに、紅麹菌の栄養要求性変異株の単離、プロトフ
°
ラストの調製法の検討を行った。

本年度は細胞融合を実施 し、得 られた融合株候補の性質を調べた。

試験研究の方法

1)プ ロトプラストの調製

液体培養 した菌糸をがラスフィルター (Gl)で ろ別 した後、Osハ
・
ッファー (50mMマ レイン

酸緩衝液,pH5。5、 0。6M硫 酸アンモニウム)の 20mlで 洗浄す る。菌糸約 150mg(湿 重

量)を 量 り取 り、2%酵 素液 (酵素をosハ
゛
ッフアーに溶かし、ろ過滅菌する)lmlを

加えて、60～70rpmで 振盪 しなが ら35℃で2～3時間インキュベ―卜する。酵素処理終

了後、反応液にlomlの OSハ
゛
ッファーを加え、夕

・
ラスフィルター(G3)で ろ過後、700×gで

5分間遠′ふし、へ°レットを適当量のOSハ
・
ッファーに懸濁する。使用 した培地および酵素

は、M.ankaで は、それぞれホ
°
テトテ

゛
キストロース (PD)培 地/ウスキサ

゛
イム、M.pFrοsusで

はHennerberg培地+0。2%酵 母エキス/ノホ
・
サ
゛
イム、M.ρ υrpureυsではHennerberg培地

/ウスキサ
゛
イムである。

2)細 胞融合

それぞれのプロトフ
・
ラスト懸濁液 (フ

°ロトプラスト数各0.5～1×106個)を 混合 し、700

×gで5分間遠′ふ後、へ°
レットをo.5～lmlの融合バッファー (50mMク

・
リシンーNaOHハ

゛
ッファ

ー,pH7.5、 50mM CaC12ヽ 30%(wノv)ホ
°
リエチレン・夕

・
リコール6000)に 懸濁 し、30℃ で

1分間あるいは15分間インキュベ―卜す る。インキュベ ―ション終了後、 lomlのOsハ
゛
ッファーを

加えて反応 を止め、700×gで5分間遠心 し、へ・レットを適当量のOsハ
゛
ッファーに懸濁す

る。この懸濁液 をッアヘ
°
ッタ・ドックス (cz)培 地+o.6MKCl寒 天平板に塗抹 し、同

寒天培地を重層 して30℃で培養する。

α―アミラーセ
゛
活性

1.5%可 溶性テ
゛
ンフ

°
ンを含むPD寒 天平板培地上に植菌 し、30℃で数日間培養後、

テ
・
ンフ

°
ンが分解されてできたクリヤー。ソ―゙ン(ハロー)の 形成程度によって判定 した。

その他酵素活性の測定

酵素液の調製、ク
゛
ルコアミラーセ

゛
活性および酸性フ

・
ロテアーセ

・
活性は 「国税庁所定分析

法注解1に 従って行った。米麹中の菌体量の測定は、ヤタラーセ
°

(宝酒造)を 用い、

五味らの方法 (醸協,塁 ,130,1987)に 従って行った。

3)

4)
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実験結果

細胞融合は、M.ankaと M.purpureusおよびM.ankaと M.pF′osusの二通 りの組

み合わせで行った。その結果、前者では融合株 と思われるコロニーは全 く出現しなかっ

た。この組み合わせに関しては、電気刺激法が有効であるかも知れない。一方、

後者では多 くのコロニーが出現 し、インキュヘ
・―シヨン時間1分と15分では、15分の方がコロニー

数は数倍多かった。これらの融合株 と思われるコロニーの内、生育速度が速 く色素生

産の高いものを選び、最小培地 (Cz培地)で の生育を確認後、単胞子分離を行 っ

た。単胞子分離では、色素生産およびコロニーの形態に関 してM.ankaタイプのコロニーと

とM.ρf′Osusタイフ
°
のコロニーが出現 した。 このことから我 々は、出現コロニーが融合株

であり、それらはヘテロカリオンであると考えた。

単胞子分離 した融合株候補から特徴的な10株を選び、 α‐アミラーセ
・
活性の有無、

および米麹の色調、酵素活性 (表を参照)を 調べた。 これらの結果は融合株候補

の性質が親株のM.prfosusの性質とほとんど変わらないこと示 していた。両親株

の性質を兼ね備えた株が得 られず、M.P′′osusの性質に近いもののみが得 られた

理由として、 1)M.pFrosusの 復帰変異率が高かったため、復帰変異株 を拾った

可能性、 2)融 合 はしたが、M.ankaの 核がM.pυrpureusの核 よりも不安定なた

め培養中に脱落 した可能性が考えられた。

表  融 合株 候 補 の 酵 素 活性

菌株名 GicNAc

(μg / g麹)

Glu∞alnylase

(Urg ttL)

Acid―proteasc

(U/g麹)

a -amylase

2006-1 433.6

2006‐ 2 33.2 464.5

2024-1 129 537.6

2037-1 533.0

2037‐ 2 518.0

2037-3 538.0

2037‐ 4 33.3

2076‐ 1 440.6

2097-1 203 488.2

2097-2 481.0

M.anka 2421 5100 130.2 十

Ⅵ.anka 8b-5 843 53.9 +

M.pilosus 150 36.9 536.6

V.pilosus la-2 179 491.4

要約

M . a n k aと M .ρ J r p u r c●sお よび M . a n t t aと M .ρ f rοs u sの 二 通 りの 組 み 合 わ せ で 細

胞融合を実施 した結果、後者でのみ融合株 と思われるものが得 られた。これら融

合株候補の性質はM.ρf′οsusに類似 していた。

(共同研究機関 北 海道大学 福 山醸造 (株) 岩 田醸造 (株) 日 本清酒 (株))
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小果樹類のブランデーの品質向上についての研究
一プラムブランデーのCl化 合物低減法―

発酵食品部発酵食品科 浅 野行蔵 富 永一哉 吉 川修司

研究の目的と概要

ョーロッパでは、ディナーの締めくくりにフルーップランデーを味わう習慣があ

ります。洋梨やチェリーなどが原料になりますが、香気の爽やかさではプラム系が

優れています。日本の食習慣が変化 しつつある今日、嗜好品のアイテムの一つとし

て興味が持たれているアルコール飲料です。

ペクチン質の多い果実を原料とした醸造製品では、プ ドウと異なりCl化 合物の

含量が多くなります。これは、ペクチンに結合 しているメ トキシ基が、ペクチンエ

ステラーゼによって加水分解されフリーになるためです。ペクチンエステラーゼは、
ペクチナーゼとともに果実の過熟成にともなって生合成される酵素です。

本研究の課題は、Cl化 合物含量の少ないプラムプランデーを製造する方法を開

発することです。

試験研究の方法

プラムをワイン酵母で発酵させ、蒸留し、プランデー原酒を得る過程で、次の3

種類の試験系を企画しました。① 「タンパク合成系を不活化や除去によってCl化

合物を生成させない果汁の処理方法』および② r生成 したCl化 合物をCl化 合物
を資化する特殊な微生物 (メチロトローフ)で 消費する方法』、③ 「プラム ・ペク

チンから酵素的にCl化 合物をすべて解離させ、それを二酸化炭素の吹き込みによ

つて大気中に揮散し、濃度を低減する方法』を試みました。

実験結果

①に関しては、加熱処理によってペクチンエステラーゼの生合成を抑制でき、C
l化合物を低減できました。また、プラムの皮を除くことによってもある程度Cl

化合物含量を低減できました。ペクチンエステラーゼは、発酵途中でも生合成が続
きCl化 合物量を生成しました。一方、②のメチロトローフ酵母および細菌を用い

る方法は、プラム果汁中にCl化 合物のほかにブ ドウ糖などの炭素源が豊富にある
ことや、果汁がメチロトローフ細菌が生育できないほど酸性であることなどからC
l化合物を低減することは出来ませんでした。
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平成 6年度は③の方法を試みました。即ち、プラム ・ペクチンから酵素的にCl

化合物をすべて解離させ、それを二酸化炭素の吹き込みによって大気中に揮散し、

濃度を低減することを試み、有効な方法であることを見いだしました。

プラム発酵過程での

Cl化 合物生成プロフィル

６

　

　

　

　

　

４

（
Ｅ

Ｑ

Ｅ

楓
誕
ぶ
くロ
ギ

Ｈ
ｏ

○

△

□

０
0 1 2

間 (d a y )

無処理

果皮の除去

加熱 (60℃,1時間)

二酸化炭素吹き込み

表 1プ ラム果汁、ワインおよびプランデー原酒の

Cl化 合物とエタノール濃度

6

プ ラム果 汁
Cl化イン彬″ エタノール

プ ラム ヮイ ン プ ラ ンデ ー原 酒
Cl化 インウ″ エタノール   Cl化 イン4″ エタノール ‖/E比

(ppm)    (%)     (ppm)    (%)     (ppm)    (%)

ｈ

理
は

叫
卿

処
皮
熱

０

無

果
加

Ｃ

4 3     0 . 1
4 5     0。1
0        0

0        0

1 6 1 5   5 1 . 5  3 1 . 7
5 8 8    6 6 . 8   8 . 8

3 1 0   4 3 . 8   7 . 1
1 1 7   4 1 . 6   2 . 8

5 8 3

2 5 5

1 5 8

4 0

5。2

6 . 6

9。2

7 . 3

要 約

*M/E比=Cl化 合物(ppm)÷EtOH(%)

フルーツプランデーはCl化 合物含量が多い。このCl化 合物を除去し品質を向

上させる工夫を行いました。昨年は、加熱処理もしくは、果皮の除去によって果実

のペクチナーゼ生合成を阻害してCl化 合物の生成を抑制しました。本年は、二酸

化炭素をプラム果汁に吹き込み揮散させる方法でCl化 合物の減少に成功しました。

含有量は1/10以下になりました。

(共同研究機関 池 田町ブ ドウ ・ブ ドウ酒研究所)
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遺伝子組換えを用いたセルラーゼの大量生産技術の開発

応用技術部生物工学科 八 十川大輔 中 川良二 長 島浩二 池 田隆幸

(共同研究機関 合 同酒精 (株))

1.研 究の目的と概要

セルロースはあらゆる植物体の構成要素であり、地球上で最も豊富な生物資源である。

また、多くの食品中に含まれる非栄養成分であり、食品工場での産業廃棄物として問題と

なっている。本研究ではCorFcF」m rorFsIの産生するセルラーゼ遺伝子を取得することを

目標に、研究を行ってきた。昨年度までにセルラーゼ成分中のアビセラーゼの精製を完了

した。また遺伝子データベースの検索より、他菌種の既知アビセラーゼ遺伝子に共通な塩

基配列から合成DNAプ ライマーを作製した。このプライマーを用いてC Юlfsilから調製し

たゲノムDNAを 鋳型としてPCRを行うことにより、増幅産物を得た。

本年度は、昨年度とは別の既知アビセラーゼ遺伝子間で保存性の高い領域の塩基配列か

ら新たに合成DNAプ ライマーを作製し、同様にPCRを行い増幅産物を得た。更にこれとは

別に精製アビセラーゼを抗原として抗体を調製した。cDNAラ イプラリーを発現ベクターを

用いて作製し、スクリーニングを行った。

2.試 験研究の方法

GeneWorksTM Release2.0の デ
ー

タベ ー ス を用 い 、 Humf∞ ね 」 “a,Trichοdema vF″ に

Per10″FJ“」ianrrttc〃υ“,及 び 動 anerOchac“ crlysOspor2iυmの セ ロ ビ オ ハ イ ドロ ラ ー ゼ 遺 伝 子

(以後CBHと する)触 媒 ドメイン中の保存性の高い領域を検索し、プライマーを設計した。

合成DNAプ ライマーを作製し、Ctt■ ゲノムDNAを 鋳型としてPCR反応を行つた。増幅

DNA産 物をプラスミドベクターに連結し、その塩基配列を決定した。更にこのPCR産 物を

プロープとしてC ЮfおfFゲノムDNAの EcoRI,HindIII,3amHl,PsI,及びSarI断片のサザン

ハイプリダイゼーションを行った。

3。 実験結果

2種類のfOrward primer及び1種類のreverse pHmerで、アニーリング温度をそれぞれ

37℃、42℃、50℃で行つた。アニーリング温度条件の厳しい50℃で明瞭なバンドが検出さ

れ、既知のCBH遺 伝子から推定されるPCR産 物の大きさに近い、約215bpのバンドが最も

CBH遺 伝子である可能性が高いと判断した。

回収したPCR産物をクローニングベクターに連結し、このプラスミドで大腸菌を形質転換

し、アンピシリン耐性コロニーからランダムに6ク ローン取得した。この6株 からプラス

ミドを精製したところ4ク ローンに約215bpの挿入断片が確認されたので、これらプラスミ

ドの塩基配列を決定した。塩基配列の解析には、GeneWorksTMReLase2.0を用いた。

4つ のプラスミド挿入断片のPCR産 物の塩基配列は全て同一であつた (図-1)。 プライ

マー部分以外の増幅部分にも既知のCBH遺 伝子との相同配列が認められた。また、※で示

すGTとAG付 近に真核生物の構造遺伝子で見られるエクソンーイントロン境界部分のコンセ
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ンサス配列に非常に相同生の高い配列が確認された。このGT―AG間 をイントロンと仮定し

てスプライスすると、既知CBH遺 伝子のシステインをコードする107塩基目から109塩基目

と同位置にシステインをコードするTGCが 位置するので結果的にシステイン残基も保存さ

れた。よって上記GT‐AG間 をイントロンと推定し、スプライス後の推定アミノ酸配列でホ

モロジー検索を行った (データ省略)。 既知のCBHと の間に非常に高いホモロジーが認め

られ、4つ のシステイン残基も完全に保存されていた。また、化学的に類似性を持つアミ

ノ酸も含めて検索を行ったところ (データ省略)、 完全に一致したアミノ酸のホモロジー

は平均で約60%、化学的類似性も含めると平均75%と なった。これらのことからPCRで増幅

れた産物はC DfFsIのCBH遺 伝子である可能性が強く示唆された。また、HumたOra grisca

のCBHと は83%と 高いホモロジーが認められた。

H G C B H 1  C O N  N E W
TVCBHA CON NEW

PJCGHAGE CON NEW

PCCBH CON NEW

C R C B H A  P C R

c o n - € n 6 u 6

HGCBHA CON NEW
T V C B H A  C O N  N E W
P J C G H A G E  C O N  N E W
PCCBH CON NEW
C R C E H 1  P C R

C o n 6  € n  € u  €

HGCBHA CON NEW
T V C B H A  C O N  N E W
P J C G H 1 G E  C O N  N E W
PCCBH CON NEW
C R C E H 1  P C R

C o n - G n - u -

H G C B H A  C O N  N E W
T V C B H 1  C O N  N E W
P J C G H 1 C E  C O N  N E W
PCCBH CON NEW
C R C B H A  P C R

肇甕

璽甕
Ｔ

Ｃ

Ｃ

Ｔ

Ａ

Ｈ

萎|:離甕醸
図-1.塩基配列の決定

ボックスは共通配列、矢印は使用したプライマー、※は推定したイントロン末端配列.

塩基配列は上から順に各々‖umicο′a grたea′Tric力οderma v′ride,Penici〃′υm

」ianめherrum′助anerochaete chrFOSpοrivmのCBH遺伝子 及びPCR産 物.

上記PCR産 物をDNAプ ロープとして、C rorFs″ゲノム DNAに 対 しサザンハイプリダイ

ゼーションを行つた。ジゴキシゲニンラベルしたDNAプ ロープを、制限酵素処理したゲノ

ムDNAに ハイプリダイゼーションさせ、Lumigen PPDにより発光検出を行つた (データ省

略)。 その結果 EcoRIで約0.66kbp、HttIIIで約0。84kbp、BamHIで 約2.4kbp、PsIで約

6.8kbp、SaЛで約9.8kbpと約19.5kbpのシグナルが検出された。SaЛ断片ではシグナルが 2

本検出されたことから、父方と母方由来の染色体DNAの 塩基配列に違いがあるか、または

1ゲ ノム中にCBH遺 伝子が 2コ ピー以上存在する可能性が示唆された。

4.要 約

C rofFsIゲノム DNAを 鋳型 としたPCRに より、既知の糸状菌CBH触 媒 ドメインとホモ

ロジーの高いPCR産 物 を取得 した。

:][]::::::
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1-3 継 続テーマ

ハスカップの市場競争力強化に関する研究       (H5～ H7)

一ハスカップのレーズン様食品の開発―

加工食品部農産食品科 田 中常雄 田 中彰 根 賢治 山 木一史

唐橋良恵
・
 西 村弘行

・

研究の概要

稲作転換作物などとして導入が進められ、栽培が増加 しているハスカップについ

て、道では平成 2年 に 「道のオ リジナル果樹」として位置づけ、振興を図っている。

しか し、収穫に手間を要するため、原料価格が高 く、近年、需要が低迷 している。

さらに、道内ではハスカップの名前は普及 しているものの、全国的には知られてお

らず、需要の低迷に拍車をかけている。そのため、食品素材としてのハスカップの

成分を解明 し、広 くその特徴を知らしめることによって、ハスカップの市場競争力

を強化することが期待されている。一方、ハスカップには、過酸化脂質生成阻害活

性物質 (抗酸化性物質)の 存在が知 られており、本研究では、その生理活性成分の

精製 ・単離 。同定を実施することによって、その特徴を明確化 し、さらに、その特

徴を生か した加工食品の試作を行うことによって需要の拡大を図ることとする。

これまでの経過

初年度は、ハスカップ中の生理活性

成分として過酸化脂質生成阻害活性成

分 (抗酸化性物質)の 抽出 0精製を行

い、精製 した画分の中に天然抗酸化剤

であるα―トコフェロールよりも強い抗酸化活

性のある画分を認めた。

従来、果皮の柔 らかいハスカップは

潰れやす く、原形を保った加工製品が

少なかったことから、平成 6年 度には、

図  加 工工程の全容

レーズン様食品の試作を行った。ハスカップの精度は低く酸味が強いため、まず、

糖液に漬けて精度を30%以 上にし、同時に糖液中に乳酸カルシウムを添加 して果

皮の硬度を上げることとした。その後、種々の乾燥条件で試験 した結果、図のよう

な加工工程により、良好な品質のレ‐ズン様食品を製造することができた。
3 平 成 7年 度計画

初年度精製を行った過酸化脂質生成阻害活性物質の構造決定を行い、ハスカップ

の機能性を解明する。同時に、新規加工食品の開発とその保存試験を実施する。

オイルディッ
職
(45℃～601)
(6～24h)

*北 海道東海大学
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2.

調味食品素材の開発に関する試験研究

―新規根菜ヤーコンを用いた糖質甘味素材の開発―    (H4～ H8)

発酵食品部調味食品科 本堂正明 宇 野豊子 山 木携 奥 村幸広

1.研 究の概要

ヤーコン塊根汁液の清澄化 ・脱色 ・濁り除去には粉末活性炭処理法が有効であっ

たが、使用する粉末活性炭の種類や銘柄によって、清澄化 ・脱色 ・濁り除去の程度、

必要な活性炭の濃度や汁液成分の吸着性 ・吸着力が異なるものと考えられた。そこ

で活性炭処理量の軽減と最適な粉末活性炭を見いだすことを目的に6種 類の粉末活

性炭を用いて検討 した。更に、液体よりも粉末の形状のものがハンドリング性や保

存性が良く、品質変化が少ないなどの利点を有することから、活性炭処理清澄化汁

液の粉末化を試みた。

これまでの経過

汁液に対 して 1、 2、 3、 4、 5%濃 度 (活麟詢量g/11液100ml)に なるように各種粉

末活性炭 (SD、BA、ZN、TW、TA、KA)を 添加 し、室温でスターラ上で約 1時間攪拌後、N

o.5Cの ろ紙で自然ろ過 した。得られたろ液の吸光度、Brix%、各糖質成分、ポリ

フェノール成分、全窒素、ホルモール窒素、灰分、水分含量を測定した。清澄度、

脱色、脱臭の程度は官能審査によった。その結果、ZNと TAの 使用で、 2～ 3%

処理濃度で、ほぼ無臭 ・無色透明の汁液が得られ、ポリフェノール成分も完全に吸

着された。糖質成分の吸着では、他の活性炭よりも単糖の吸着が少なく、フラク ト

オリゴ糖の吸着が多いという特徴を有することがわかった。ZNは 市販品で簡単に

手に入ることから、乾燥粉末化には、 2.5%濃 度で、ZNを 用いることとした。

汁液 (①未鯉、②2.5%ZN離晟理、③2.5%Z略餓鯉鶴競歌珊 液の3闘)の 乾燥粉末化は最初

スプレー ドライヤーで行ったが、粉末試料の回収率が非常に悪く、利用できないこ

とがわかったため、真空凍結乾燥機に変更して行った。②③の試料は自色粉末で、

成分組成中、全糖質含量は約 76～ 78%、 フラク トオ リゴ糖含量は約 31～ 33

%で あった。このように糖質含量が高いこともあり、いずれも得られた乾燥粉末物

は吸湿性や固結性 (固まること)が 非常に高かった。②の試料で、吸湿率 (25℃、86%RH)

は約 47%で あった。市販の物性改良材、PBコ ー ト (熟燃移輛)、 PCS(紛 アル

ファ靴テ
゛
ソフ

°
ソ)、 β―サイクロデキス トリン (β―CD)を 用いて、①②③の粉末試料の吸

湿性や固結性に及ぼす添加効果 (5、10、20%)を 検討 した。吸湿性低減の効果は①②

③ともに数%と あまりなかったが、固結性を低減するにはβ―CDで は5%添 加で、

PBコ ー トは 10%程 度の添加で効果があった。

平成 7年 度計画

汁液の微生物処理法で脱臭、酸味 ・香味の醸成が可能なことから、調味素材の開

発の一環として、ヮィン酵母と酢酸菌を用いた醸造酢の開発の可能性を検討する。

3.
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漬物類の微生物管理技術に関す る試験研究
一 プ ラス ミドによる大腸菌汚染の追跡  一     (H6～ H8)

発酵食品部発酵食品科 吉 川修司 富 永一哉 浅 野行蔵

研究の概要

①厳しさを増す品質検査と低塩化による保存性の低下

小売店から要求される品質基準は年々厳 しさを増しています。食品企業が大手ス
ーパーやデパー トに製品を出荷した場合に大腸菌群などによる汚染を指摘され、納

入停止となる例があります。大腸菌群は汚染指標菌とされ、真性大腸菌が検出され

た場合は汚染が深刻とされます。
一方、食品は低塩 ・無添加志向の結果、微生物が増殖 し易くなる傾向にあります。

②微生物管理技術は必須

基準をクリアするには、製造工程における微生物管理技術の確立が求められます。

本研究は加工工程を含む総合的微生物汚染防止技術の開発を目的としています。

これまでの経過

大腸菌群および真性大腸菌による汚染防止法を開発する上で、ケーススタディー

として食品企業を訪れ、以下の順で製造ラインの衛生検査と改善の提案をしました。

①簡易微生物検査キットによる食品製造工程等の雑菌汚染の現状把握

②汚染大陽菌の遺伝子 (プラスミド)を マーカーとした汚染源追跡

③製造工程の改善

調査を行った企業では、麹をベースにした独特のうま味のある製品を作っていま

す。これは北海道でしばしば用いられる加工法です。大腸菌群は、原料からも少数

検出されましたが、大半は調味に用いる水麹を加工する工程で高頻度で検出されま

した。この結果から麹の加工段階で大腸菌群が増加し、最終製品にまで影響 してい

ると推定されました。製造の各工程で得た大腸菌群のサンプルから真性大腸菌を分

離 し、そのプラスミドパターンを解析しすると、水麹から最終製品にいたるまで同
一のパターンが見られました。製品の大腸菌は麹に由来することが裏付けられまし

た。製造工程に加熱処理や酸の添加工程を加えて改良した結果、大腸菌数が減少し、

真性大腸菌は陰性となり、賞味期間も3日 延長できました。

平成7年 度計画

今後道産の食品が本州へ出荷される例が増加すると、微生物基準などをクリアす

る必要性が一層増大すると思われます。日常の微生物管理技術がますます重要性を

帯びます。簡易微生物検査と遺伝学的手法を組み合わせると、より的確で効率の良

い衛生管理が可能です。微生物管理技術は食品加工の基本技術のひとつです。当セ

ンターは今後も、微生物汚染問題の解決と品質の安定化を目指して研究を続けます。
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乳酸菌を用いた新規発酵食品の開発

― ホ タテを素材 とした発酵食品の開発  一     (H6～ H8)

発酵食品部発酵食品科 吉 川修司 富 永一也 浅 野行蔵

研究の概要

北海道は農畜水の優れた素材の宝庫です。これを活かす妙案がほしいものです。

本研究は乳酸菌を用いて素材を発酵させた北海道発の新 しいタイプの食品の開発を

目的としています。

<新 しい加工法が求められているホタテ>

ホタテは栽培技術が確立されており、水揚げ量は年間30数 万 トンと安定 してい

ます。しかし、価格はやや低下傾向にあります。

消費傾向には特徴があり、ホタテは主産地である北海道と東北地区で多く消費さ

れているものの、嗜好性の違いのためか、東海地区以西では消費が少ないのです。

よく知られたホタテの加工品は薫油漬けや干し貝柱、ボイルホタテなどで、加工

法は薫煙、ポイル、乾燥など種類が限られています。消費拡大のためにも、従来に

なかった新 しい加工法が求められています。

今年度は本道の代表的水産物であるホタテに注目し、乳酸菌を作用させた新しい

食品づくりに挑戦しました。

これまでの経過

発酵に用いた乳酸菌は、漬物に深く関わっているラクトバチルス 0プランタラム

です。発酵食品の製造には、発酵促進のために加える純粋に培養した微生物 (スタ
ーター)を 用います。今回用いた乳酸菌スターターは、試験的に粉末にしたもので

す。発酵条件は、20℃で4日 間としました。

<乳 酸菌でホタテが華麗に変身>

ソフトでほどよい甘みを持つホタテ貝柱を手し酸菌で発酵させる新しい加工法で、

従来にない弾力性に富んだ食品を製造することに成功 しました (ホタテ発酵食品と

呼びます)。 ホタテ発酵食品は、乳酸発酵による風味が付与されるとともに、優れ

た弾力性をもつものになりました。牛寧しからヨーグル トができるように、ホタテの

ミンチが歯ごたえのある新食品へと華麗に変身したわけです。

平成7年 度計画

く新たなる可能性の追求>

今回開発 したホタテ発酵食品の製造技術、あるいは既報のサケ発酵ゲル化食品の

品質の向上を目指し、試験を行います。

私たちの生活に密着している乳酸菌を様々な素材に作用させることにより、新し

い発酵食品ができる可能性が秘められています。
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酒類製造の省力化に関する試験研究 (H6-H8)

発酵食品部発酵食品科 富 永一哉 吉 川修司 浅 野行蔵

研究の概要

清酒の製造に関わる人々の話に 「一に麹、二にもと、三に造り」という言葉がし

ばしば出てきます。これは、清酒の製造工程の順序を表すとともに、その工程の重

要さと難しさの度合いの順番も表しています。2番に挙げられている 「もと」の工程

は 「酒母造り」とも呼ばれ、1～2週間の日数を要 します。 「もと」では、活性が高

く、かつ雑菌汚染の無い酒造用酵母を育成することが要求され、伝統技術では 「も

と屋」と呼ばれる熟練工が担当します。しかし、杜氏(トウシ
゛
)を筆頭にする熟練工は

高齢化が進んでおり、後継者問題が顕在化 してきています。このため、伝承に頼っ

ている技術の標準化や、作業現場における省力化が是非とも必要とされています。

そこで私たちは、清酒醸造用の酵母を大量に培養し、生きたまま乾燥菌体とし、

これを清酒醸造に用いることによって、醸造工程の簡便化を図ることを企画 しまし

た。一定品質の乾燥酵母を常に使用することができれば、仕込ロット間の品質のパ

ラツキの減少も期待できます。また、異なった種類の酵母をそれぞれ乾燥化すれば、

異なった品質の清酒をより容易に醸造できるようになります。

これまでの経過

実験に用いた酵母は、酒造企業で最も多く用いられている酵母である協会7号およ

びその突然変異株で泡なし酵母の協会701号 (醸造協会特許株)、 さらに吟醸酒でも

てはやされているフルーティーな香りの高いカプロン酸エチル高生成変異株 (月桂

冠特許株)を 使用しました。ジャーファーメンターで培養条件を検討 し、集めた酵

母を通風乾燥機と流動層乾燥機で乾燥条件を検討し、出来上がった乾燥酵母の使用

条件を検討 しました。さらに、道内の酒造企業にお願いし現場試験も行いました。

培養によって得られる菌体量や乾燥耐久性は酵母によって相違がありました。変

異酵母は、親株に比べると収量も低く脆弱でした。培養の炭素源の供給速度や乾燥

方法の検討 して生菌率を向上させることができました。また、乾燥酵母の使用に際

しては、乾燥菌体を水戻 しする方法が重要でした。40℃付近のお湯で復水 しないと

生菌率は著 しく減少 しました。乾燥酵母で醸造 した清酒は、実験室においても、ま

た現場試験においても、通常の清酒と同様な醸造経過をたどり十分実用になること

が分かりました。

平成7年度計画

より生菌率を向上させる改良法と醸造現場での実用化試験を行う予定です。
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果 実酒 の新 しい減酸処理技術 に関す る研 究     (H6～ H8)

発酵食品部発酵食品科 富 永一哉 浅 野行蔵 吉 川修司

研究の概要

北海道には、山野に自生しているおいしい果物がたくさんあります。木イチゴや、

カリンズ、ハスカップ等です。この様な月ヽ果実をジャムやジュースに加工 した製品

も出回り、原料の果樹も栽培されるようになってきました。また、加工品の種類も

多様化が望まれています。その中で、しばしば要望される商品にワインがあります。

しかし、食べたことのある方はお分かりのように、小果実類は酸味が強く、そのま

まワインにすると飲みづらいものになってしまいます。ですから、100%ピュアなフ

ルーツワインを造るには、何らかの方法で減酸、つまり酸味を緩和する必要があり

ます。そこで、私たちは要望の多い、ワインの減酸技術に取り組みました」

これまでの経過

私たちは以前、陰イオン交換樹脂による果汁の減酸を行い、飲み易いピュア ・ハ

スカップワインの製造に成功 しました。しかし、交換樹脂は高価なため、高付加価

値商品への利用が主な用途でした。そこで、微生物を用いて発酵法で減酸する方法

を、ハスカップを対象として検討 してみました。

ワインの古典的な減酸法に、マロラクティック発酵 (‖LF)が あります。アルコー

ル耐性のある乳酸菌ιθ“cο閤眈 ο“"に より、ワイン中のリンゴ酸は乳酸に変換さ

れて、酸味が柔らかくなります。しかし、ハスカップなどのベ リー類の果実に含ま

れる有機酸は大部分がクエン酸のため、MLFだけでは減酸は不十分です。一方、一
部

の乳酸菌はクエン酸を代謝し、酢酸とダイアセチルあるいはアセ トイン等の物質を

生成することが知られています。この性質を利用 してクエン酸を減少させてみるこ

とにしました。

MLFを起こしたヮインからよく検出される乳酸菌ιαcゎbαcJJ′パ′″″″r物,Lι“.″ι

圏 酸 Ю お ,ι ι“.協 の ,た ″οcοccr α εJグJιαcricJ,att Pι ″勧 αcι困 の 標 準 株 を 、 人

工的に構成した試験ハスカップ培地で振盪培養したところ、いずれの菌もクエン酸

をよく減少 しました。L.Pb物屁閣は最も減酸能力が高いのですが、発酵産物の酢

酸とダイアセチルも多量に生成しました。この2つの物質は、大量に生成するとワイ

ンの香りにダメージを与えます。Rdゎωccrの 雄 は、酢酸などの生成も少なく、

減酸処理での利用の可能性があることが分かりました。

平成7年度計画

試験培地を用いた発酵試験とともに、果実やワインのモロミから乳酸菌の分離を

進めています。この中から減酸能力の高い菌の選抜と同定、さらに、実際に果汁を

用いた発酵試験も試みる予定です。

2.

3.
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超臨界流体を用いた抽出分離技術に関する試験研究     (H6～ H8)

応用技術部食品工学科 清 水英樹 熊 林義晃 阿 部 茂

河野慎一 山 崎邦雄

研究の概要

超臨界流体を用いた抽出法は、流体の圧力 ・温度条件により、その溶解力を容易

にコントロールできる特徴をもつ。特に二酸化炭素を用いた場合は、安全性、経済

性、熱力学的性質等の点で他の抽出剤に比べて有利であり、食品分野においても研

究、実用化がなされている。本研究では、超臨界流体の拡散係数が通常の液体に比

べて大きく、物質内部に浸透 しやすいことから、目的成分の抽出のみならず添加 ・

吸着方法としての応用に関する基礎技術開発を目的とする。今年度は、装置の特性

把握と溶媒の抽出能力に関する基礎試験を行った。

これまでの経過

溶媒である二酸化炭素の抽出能力を調べるため、試料としてDL―α―トコフェロー

ルを用い試験を行った。装置は三菱重工業 (株)MSCF-5型 (抽出槽500■1)を 使用 し

た。操作条件を以下に示 した。

抽出圧力 :100、120、140、160kgf/cm2

抽出温度 :40℃、抽出時間 :30分

試料10gをガラス容器にとり、あらかじめ40℃にした抽出槽の中に設置 し、設定圧力
に到達後30分間抽出槽内部をポンプで循環させながら抽出した。その後抽出槽内部
から7μ lをサンプルループに取 りこみ、Uv検 出器で294nmにおけるピーク面積から

溶解量を算出 した。その結果を以下に示 した。

圧力(kgf/cm2) 100    120    140    160

溶解量 (μg/μl) 1.06  2.62  8.10  14.7

圧力の増加に伴い溶解量 も増加 し、圧力160kgf/cm2では試料の74%が溶解 している結
果となった。この結果から、圧力を変化させることにより種々の食品に対する トコ

フェロールの添加 ・吸着を、比較的低温で、且つ広い濃度範囲でコントロールでき
る可能性があると考えられた。

平成 7年 度計画

種々の脂溶性食品成分の抽出およびそれらの食品内部への吸着 ・浸透性に関する
基礎 ・応用試験 (圧力、温度、時間などの条件検討)
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2.

食品の品質計測技術に関する試験研究       (H6～ H8)

応用技術部食品工学科 熊 林義晃 清 水英樹 河 野慎一 山 崎邦雄

1.研 究の概要

計測は、人手で行われている食品加 l~I~程を機械化 したり高品質の食品を効率よ

く製造する上で必要不可欠なものである。本研究では食品を対象素材とした計測技

術の開発、品質計測方法の確立や製造工程への導入方法の検討を行う。

今年度は、食品加工工程上での計測器の利用状況と問題点把握を目的としたアン

ケー トによる現状調査の実施と、マイクロ波 ドップラーセンサを用いた食品水分の

計測技術について検討を行った。

これまでの経過

マイクロ波 ドップラーセンサに空洞共振器を接続し、共振特性測定用の装置を製

作 した。測定は、マイクロ波 ドップラーセンサから被測定試料が設置された空洞共

振器内に向けてマイクロ波を放ち、反射してくるマイクロ波を受信することで行っ

た。共振器中の一
部に被測定物を挿入することでマイクロ波の共振特性を変化させ、

その変化の程度と被測定物の水分濃度との関係を調査 した。試料は、空洞共振器内

部のテフロンチュープの中に所定量入れた。測定に用いた試料は、装置の動作評価

が簡単に行えるように単純な系として水、エチルアルコール混合溶液を使用した。

測定は温度一定 (25℃)環 境で行った。発振周波数を変化させていくと、それに伴

い空洞共振器からの反射波が変化し、共振特性が得られた。測定時間は約 1分で

あった。得られた共振特性から共振点雷「値、共振周波数を抽出し、水分濃度との

関係を調べた。本装置は、再現性よく共振特性を測定でき、マイクロ波 ドップラー

センサを用いて水分濃度を推定出来る可能性が示された。特に、低水分領域での感

度が高く、測定値のばらつきも小さく精密さが高いことがわかった。

アンケー ト調査は、 「北海道工場総覧
'94」

(北海道商工労働観光部監修)中
の従業員数30人以上の食料品製造業およひ食品工業団体等を対象に実施 した。

発送数 807件、回答数 115件 (全体の14。3%)で あった。金属以外の異物検出器

や水分計、塩分計、生菌数計測器など現場で迅速に測定できる計測器が必要で

あること、官能検査に頼っている味、風味などの計測技術の開発が必要である

などの意見が多かった。

平成 7年 度計画

本年度は、マイクロ波 ドップラーセンサを用いた食品水分の計測技術について、

測定温度の影響や水以外の食品成分の影響を検討する。さらに、現状の共振器の構

造は液状の食品や流動性のある食品用のため、固形物の含水率測定用に新たな構造
の共振器を開発し、各種食品素材への応用検討を継続していく。

3.
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ギョウジャニンニクの作物化に関する研究       (15～ H7)

加工食品部農産食品科 田 中彰 田 中常雄 根 賢治 山 木一史

1 研 究の概要

ギョウジャニンニクは古くから北国ならではの山菜として重宝されており、さら

に近年、その成分の一部に薬理作用を持つことがわかり、北方系機能性食品として

の評価が一層高まっている。 しかしながらその供給源はほとんど山採 りに依存して

いて、栽培研究は始まったばかりである。また、食品素材としての研究も少なく、

その加工利用は諸についたばかりである。そこで、ギョウジャニンニクの栄養成分

を明らかにすることによって食品素材としての性格を解明し、また、加工試作を行

い加工利用の適性を確かめることとする。

2 こ れまでの経過

平成 5年 度は、道内7カ 所から採取 したギョウジャニンニクについて、その成分

分析を行い栽培もの (以下 「栽培」)と 山採 りもの (以下 「山採り」)及 び産地別

の比較を行った。その結果、全体として他の野菜と比べてCaゃFe、ビタミンCな ど

は高い値を示 した。また、栽培と山採 りを比較 した結果、ビタミン類に多少の違い

が見られた。ビタミンCに ついては山採 りの方が栽培よりも多いとの報告があるが、

本研究では100gあたり栽培の平均が75mg、山採 りの平均が46mgとむ しろ栽培の方が

多い結果となり、栽培が山採 りよりも少ないとは一概には言えない結果となった。

産地間で比較 した結果、各成分に違いが見られ、特にCaやP、 ビタミン類で違いが

大きかった。ピルビン酸は栽培と山採 りでは違いがなかったが、産地別では100gあ

たり約16～40mgの違いが見られた。

平成 6年 度は、系統別、施肥別、生育ステージ別にピルビン酸含量、ビタミンC

等を測定 した。その結果、系統別では上猿払系統のものがピルビン酸、ビタミンC

ともに高 く含まれていた。また、ピルビン酸は生鮮物の方が凍結 したものよりも約

8倍 ほども含量が高くなっていた。生育ステージ別にピルビン酸、ビタミンC、 鉄

の含量の変化を調べたがピルビン酸は、 5月 の前期に収穫 したものが最も高 く、以

降減少している。また、ビタミンCは 生長するにつれ減少 している。鉄については

ほとんど変化は見られなかった。

3 平 成 7年 度計画

昨年度に引き続き、ビタミンBlを添加 した活性持続型ビタミンBlを保持するゲ

ル状食品としての加工試験及びビタミンCや ビルビン酸などの成分分析を行い、系

統別、施肥別、生育ステージ別に比較検討し、優良系統の選別を十勝農業試験場と

共同で行うことにする。また、凍結保存中のピルビン酸含量の変化について調べ、

原因を究明する。

(共同研究機関 北 海道立十勝農業試験場)

一-67-―



高機能性分離カラム用充壇剤の開発と食品加工分野への応用に関する研究(H5～H7)

発酵食品部発酵食品科 富 永―哉 浅 野行蔵 吉 川修司

1.研 究の概要

ハイ ドロキシ ・アパタイ ト (以後、‖Apと記載)は 、ポーンチャイナや、医療用人

工骨、人工歯根などに利用されています。一方、カラムクロマ トグラフイー用の充

填剤や、バイオ ・リアクター用の固定化担体と言つた、化学技術分野への利用も盛

んになって来ています。道立工業試験場では、従来の製品より強度の点で著 しく向

上 したHApのパウダーの製造法を開発 しました。この製品は、特にクロマ トグラフイ

ーの分野での利用価値が高いと考えられます。

私たちは、この新しい‖Apの食品分野への利用の可能性を検討し、食品中の不快成

分、不純分の除去や、生理活性物質の分離 ・濃縮など、‖Apとの親和性を有する物質

の分離に注目した研究を進めることとしました。

2.こ れまでの経過

平成 5年 度の研究では、各種タンパク質が工試製の‖Apに吸着される挙動を調べた

ところ、従来のHApとは異なる吸着パターンを示すことがわかりました。

本年度、平成 6年 度は、次のような3つ の項目について試験 しました。

①米の凶作で緊急の課題として浮上した、清酒に含まれる鉄の除去への応用

②メロン加工工程に生ずるオフフレーバーの除去の試み

③HApカラムにおけるタンパク質の挙動について試験

それぞれの結果は次のようになりました。

①HApカラムにより鉄の濃度は半減 し、原酒の48。9%となりました。HApはリン酸カ

ルシウムが主体ですので、清酒は酸性であることから、カルシウムイオンの溶

出の心配がありましたが、酒質に影響を与える溶出はありませんでした。

②残念なことに、‖卸処理を行つても、加熱処理によつて生じるオフ 0フ レーバー

の生成を抑制することはできませんでした。

③HApを充壌 したカラムによる分離試験では、リゾチームと牛血清アルプミンの順

に溶出し、従来の報告と相反する、非常に面白い結果になりました。

3.平 成7年度計画

工試製のHApが示す特異なタンパク質の吸着パターンの解析に絞つて検討します。
一般にHApは、ィォン交換樹脂的な性質に合わせ、アフィニティー ・クロマ ト樹脂の

性質を持つとされています。そのため、従来分離できなかったタンパク質が次々と

分離可能になっています。工試製のHApの特性は、タンパク質分離 ・精製に新たな可

能性を示唆しています。こうした点について次年度は解析を進め、付加価値の高い

応用分野を開拓する予定です。
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海洋生物 コラーゲンを利用 した機能性膜の開発      (H5～ H7)

応用技術部食品工学科 清 水英樹 熊 林義晃 河 野慎一 山 崎邦雄

研究の概要

水産加工工程で発生する廃棄物の有効利用を図るため、魚皮コラーゲンを用いた

機能性膜の開発を目的として検討を行っている。本年度は前年度の抽出 ・精製方法

によって得た魚皮コラーゲンを原料として、連続的製膜を目指 した湿式での製膜方

法の検討と膜の特性 (液体および気体の透過性)評 価を行った。

これまでの経過

湿式での製膜は以下に示すフローのように行 った。

コラーゲン溶液の調製 ―― キャス ト・凝固
――

架橋処理 ――洗浄 ――
乾燥

コラーゲン溶液は、魚皮から抽出した凍結乾燥 コラーゲンに0。2M酢酸を1%濃度にな

るように加え、減圧下で攪拌 しながら溶解 ・脱気することにより得た。キャス ト・

凝固は従来のバッチ式によるキャスティングと機械化をめざした膜成型器による方

法の二つを試みた。凝固 したコラーゲンは、架橋液に浸漬、続いて水洗 ・乾燥 し、

コラーゲン膜を得た。

膜成型器による凝固方法では、成型器のスリットから排出されたコラーゲン溶液

がスリット付近の凝固液中で不定形な塊の状態で凝固 し、連続的な製膜は困難であ

った。製膜の機械化を行 うには、一定速度で移動する支持板上にコラーゲン溶液を

排出し移動させながら凝固するなどの方法を検討する必要がある。

湿式のキャスティング法により得た試作膜 (膜厚40μ m)の特性評価として、1)水

の透過試験、2)溶質 (塩化ナ トリウム、グルコース、タンパク質)の 透過試験、3)

気体 (02、 N2)の 透過試験を行った。比較対象として溶質の透過試験は市販透析

膜 (膜厚50μ m)、 気体の透過試験は低密度ポ リエチレン (膜厚30μ m)を それぞれ

用いた。その結果、1)試作膜の水の透過試験では、MF、 RO膜 のような透過流量

は得 られなかった。2)溶質の透過試験では、タンパク質 (MW25000)は透過 しないが

塩化ナ トリウム、グルコースは透過 し、その透過速度は市販透析膜とほぼ同等とい

う結果となった。これらの結果から、試作膜は市販透析膜 と性質が類似 した非多孔

質構造の膜と考えられた。また、3)気体の透過試験では、o2、 N2の 透過係数がそ

れぞれlo~:3、10-14と低密度ポリエチレンの1/1ooOの値であり、難透過性の膜であ

ることがわかった。

平成 7年 度計画

・化学修飾によるコラーゲンの性質改変とそれを用いた膜の特性評価
・センサー膜 としての用途開発試験

(共同研究機関 1時 工学部 大 同ほくさん (株)北 海道糖業 (株)和 弘食品 (株))
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ブナザケ特異臭の同定と除去技術開発        (H6～ H9)

加工食品部水産食品科 西 田 孟  佐 々木茂文 太 田智樹

1.研 究の概要

近年、秋サケの漁獲が増大 し、それに伴いブナザケの比率も増加 し、その有効利

用が求められている。秋サケはプナ度合いが進むにつれ、いわゆる 「プナ臭」が生

し、利用加工上、大きな問題となっている。またブナ臭についてはこれまで究明さ

れた例はないが、表皮および粘質物に存在 し、ガスクロマ トグラフィー (GLC)

で比較的、重たい成分ではないかといわれている。

このため、種特異臭の特定と個別臭成分および全臭成分の抽出 (捕集)に おける

溶媒系、抽出条件によるこれら臭成分について究明する。

さらに、プナザケ臭の除去技術について、サイクロデキス トリンにより検討する。

2.こ れまでの経過

ブナザケ臭成分の調査分析

現地の漁業者や加工業者の間で、以前からブナザケにはいわゆる 「ブナ臭」があ

るといわれている。このためブナ臭について共通認識を持つため、ブナザケ臭成分

の調査分析を行なった。

「ブナ臭」の本体を明らかにするため、Aお よびB、 Cプ ナ、さらに川ブナを材

料として、 1。 その ミンチ肉についてギンケ肉と比較 し、また2.表 皮あるいは粘

質物に起因することが考えられるので、これら部位についても比較検討した。

ヘ ッドスペース(Ho So V。)について官能およびGLCに より検討 した結果、官能的

には 1.プ ナ度合いが進むにつれ、臭いも強くなる2.ギ ンケ、A→ Cプ ナで臭い

が異なる3.背 肉と皮部 (表皮粘質物を含む)で は臭いが異なることが示唆された。

他方、プナザケHo S.V。の GLCか ら比較的、高沸点の臭成分と思われる多 くのピー

クが検出されたが、プナ度合いによる差異は明らかでなく、またギンケにおいても

同様のクロマ トグラムが得られることから、シロサケ (秋サケ)特 有の臭成分であ

る可能性が高い。これらがブナザケ臭に関与するかどうかはさらに検討する必要が

ある。

3.平 成 7年 度計画

前年に引き続き、プナザケ臭成分の調査分析を行い、捕集法 (捕集剤、溶媒系、

抽出条件など)に ついて検討する。また、全臭成分および臭成分を中性、塩基性、

酸性および含硫化合物に分画 し、濃縮直接導入装置やHo So V.についてGLCを 行 う。

さらに、プナザケ臭の究明のため、比較的、分子量の大きい、高沸点カルボニル

化合物、ポリア ミン類について検索を行う。
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乳酸菌乾燥菌体 による食品製造用スターターの開発    (H6～ H8)

発酵食品部 吉 川修司 富 永一哉 浅 野行蔵 下 林義昭

応用技術部 池 田隆幸 長 島浩三 中 川良二 八 十川大輔

加工食品部 田 村吉史 川 上 誠  井 上貞仁

研究の概要

①発酵食品の頼もしい助っ人 ・スターター

乳酸菌は様々な食品に利用されています。乳酸菌はpHを 低下させる他に、マイ

ル ドな香りや味を形成 したり、テクスチャーを変化させるなど、食品の熟成に寄与

しています。これにはプロテアーゼやリパニゼなどの分解系の酵素、あるいは揮発

性成分を生成する代謝系の酵素が関与しています。発酵食品を工業的に生産する場

合に、スターター (発酵促進のために加える純粋培養した微生物)を 用いると、品

質が一定 し管理が容易になるばかりか、味や香りも強調できます。まさに発酵食品

にとってまことに頼もしい存在です。

②今こそスターター開発の好機

しかし、スターターを用いた乳酸発酵食品の生産例は極めて少ないと言えます。

北海道の食品企業においては、乳酸菌スターターとして添加する製造法は、ヨーグ

ル トやチーズなど発酵平L製品だけで、それ以外の食品では行われていません。乳酸

菌を乾燥菌体として供給できれば、微生物管理技術の乏 しい中小の食品企業におい

ても容易に使用可能となり、地域食品工業の発展に寄与できます。

これまでの経過

このようなニーズを満たす乾燥法として、我々は流動層乾燥法に着目しました。

流動層乾燥法そのものは粉体を乾燥させる方法です。流動層中で粉体に菌液を吹き

付けます。菌液の水分が気化するときに奪われる気化熱により熱風によるダメージ

が緩和され、粉体の表面は菌体で覆われます。このように乳酸菌を生きたまま乾燥

できるのです。

今年度は小型流動層乾燥装置用の菌液噴霧ノズル制作と庶糖を保護材とした流動

層乾燥を行いました。

漬物に深く関わっている乳酸菌 (ラクトバチルス ・プランタラム)に ついて、基

材 ・保護材濃度の検討、テス トプラントを用いた乾燥菌体試作、乾燥菌体によるホ

タテ発酵ゲル化食品の試作を行いました。

味噌用乳酸菌 (ペディオコッカス ・ハロフィルス)、 ヨーグル ト用乳酸菌 (ブルガ

リア乳酸禅菌、サーモフィルス菌)に ついては、培地の種類、保護剤濃度の検討、

さらに乾燥菌体によるヨーグル トの試作を行いました。

平成7年 度計画

味噌用乳酸菌に重点を置いて、基材や保護材について検討を行う予定です。

(特別研究 通 商産業省)
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北海道地域特有食品の成分値の評価に関する研究     (H5～ H8)

加工食品部農産食品科 田 中彰 田 中常雄 根 賢治 山 木一史

研究の概要

北海道にはその特異な気候から、特有の自生植物が多 く存在する。その中には健

康増進に資すると思われる植物 も多い。 しかし、それらの植物の食品素材としての

成分を調査研究 した事例は少ない。このため、北海道に多 く見られ、その栽培研究

も行われている植物として、北海道地域特有食品を取 り上げ、その産地別、自生 0

栽培別、系統 ・品種別に栄養成分分析を実施 し、その成分値の評価を行う。

これまでの経過

ハスカップで唯一、品種登録されている 「ゆう■、つ」や、系統選抜 した3種 類の

ハスカップ及び現在市場に出回っている野生種から畑に移植 されたハスカップにつ

いて、栄養成分などの分析を行った。その結果、栄養成分に特に大きな相違はない

ものの、有機酸含量などに系統別による差が見られた。また、ビタミンC含 量に収

穫年次によりかなりの差が見られたが、この原因がもとの実の含量の違いであるの

か、収穫後の凍結保存中の変化によるものかは今後の課題である。

ギョウジャニンニクについては北海道内 7カ 所から採取 した試料について、その

成分分析を行った。栽培と山採 りを比較 した結果、ビタミン類で少 し違いが見られ、

特にビタミンCに ついては栽培の方が山採 りよりも高い値を示 した。産地間で比較

した結果、各成分に違いが見られ、特にCaやP、 ビタミン類で違いが大きく、ギョ

ウジャニンニクの系統や施肥条件、日lR時間などの違いが考えられる。ア リシン含

量の指標として測定 したピルビン酸は栽培と山採 りでは違いがなかったが、産地別

では100gあたり約16～40mgの違いが見られた。

平成 7年 度計画

ハスカップの品種、系統Dlの栄養成分分析の袖足をするとともに収穫年次月1の成

分値評価を行う。また、凍結貯蔵中の成分値の変化を観察 し、適正貯蔵条件の検討

を行 う。

ギョウジャニンニクについても同様に栄養成分分析の補足を行い、ビルビン酸含

量の凍結による影響を調査するとともにビタミンC含 量の施肥別等の相違を解明す

る。

あわせて、ハマボウフウについて栄養成分の分析を行 う。

(受託研究 科 学技術庁)
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2   技 術 普 及 ‐ 指 導

2-1  食 品加 工 相 談 室

食品製造企業等 が行 う新製 品開発、 新技術導入 な どの各種技術相談 に応 じる窓 口

と して、 「食 品加工相談 室Jを 開設す る。

1 相 談 内容   食 品加工 に関するこ と

2 申 し込み   随 時

3 相 談 方法    電 話、 来所、 文書 いずれの方法で も可能

4 相 談窓 口   江 別市文京台緑 町 589番 地 4 食 品加工研究セ ン ター内

【平成 6年 度報告】

相談件数 については、 総数 632件 とな ってお り、 相談方法別 にみ る と電話 が最

も多 く、 食品製造企業等 か ら気軽 に相 談 が持 ち込 まれ ている。

また、 相談 内容 につ いては、加工方法、 品質 ・評価、 装置 ・機械な ど食品加工技

術全般 にわ たる内容 とな って お り、 全道各地 か ら相談 が持 ち込 まれた。

1 相 談件数  総 件数  632件

2 相 談 方法  面  接  27 0件

電 話  34 5件

文 書   1 7件

3 月 別相談状況

区 分 ＼ 月 4  月 5  月 6  月 7  月 8  月 9  月 10 月

相 談 件 数 7 9 7 9 6 3 5 6 4 9 3 2 4 4

1面 接 3 6 4 5 2 8 2 3 1 6 2 2

1電 話 4 3 3 0 5 2 2 8 2 5 1 5 2 1

1文 書 0 4 0 0 1 1 1

区 分 ＼ 月 11 月 12 月 1    リヨ 2 月 3  月 △
口

↓
―

ヨ

ロ

相 談 件 数 6 6 3 1 3 3 3 3 6 7 6 3 2

1面 接 1 7 6 1 8 8 4 0 2 7 0

1電 話 4 6 2 3 1 5 2 5 2 2 3 4 5

1文 書 3 2 0 0 5 1 7
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2 - 2  食 品工業技術高度 化対策指導事業 (現地技術指導 )

食品製造企業等 が行 う新製 品開発等 を支援 するため、 各企業等 か らの依頼 を受 け

て、研究 員 を派遣 し、 食 品加工技術 につ いての助言や指導 を行 う。

1 指  導  地  域   道 内各地

2 指  導  対  象   道 内食品製造企業、 食品加工研究 グループ等

3 中  し  込  み   随 時

4 指 導依頼 の方法   電 話 または文書

5 指 導 を 行 う 者   セ ンター研究 員

6 費      用   無 料

【平成 6年 度報告】

全道各地 において、 122企 業 に対 し延べ 136日 間、研究員 を派遣 し、 製品開

発、 製造技術、 保存技術、 品質管理等 についての助言や指導 を行 った。

1 指 導 企 業 数   12 2企 業

2 指  導  日  数   1 3 6  日

3 支 庁別指導状 況

区 分 指導企業数 指 導 日 数 区 分 指導企業数 指 導 日 数

石狩 支庁 2 7 3 0 網走支庁 1 3 1 4

渡 島 支庁 1  1 1  1 胆 振 支 庁 3 3

桧 山支庁 1 1 日高支庁 3 4

後志 支庁 4 4 十勝支庁 2 1 2 3

空 知 支庁 1 0 1 0 釧 路 支 庁 3 5

上川 支庁 1 8 2 3 根 室支庁 1 1

留 萌支庁 7 7
ム ↓

―
ヨ
“ 1 2 2 1 3 6

―-82-



2 - 3  技 術 ア ドバイザ ー指導事業

中小企業が独 自では解決が 困難 な技術 的な諸問題 を解決するため、 中小企業者 か

らの依頼 を受 けて、技術 ア ドバイザ ー を派遣 し、 食品加工技術についての助言や指

導 を行 う。

1 指 導 対 象 分 野  食 品製造

2 申  し  込  み   随 時

3 指 導依頼 の方法   「 技術 ア ドバ イザー指導事業依頼書」 を当セ ンターに提 出

する。

4 指 導 を 行 う 者  北 海道 があ らか じめ委嘱 した技術 ア ドバイザ ー

(食料品製造分野 10名 )

5 指  導  期  間   年 間 10日 以 内

6 経      費   無 料

7 そ   の   他   企 業秘密 は厳 守

【平成 6年 度報 告】

全道各地域 において、 23企 業 に対 し延べ 97日 間、 技術 ア ドバイザ ーを派遣 し、

製品開発、 製造技術、 保存技術、 品質管理等 につ いての助言や指導 を行 った。

○ 支 庁別指導状況

区 分 指導企業数 指 導 日 数 区 分 指導企業数 指 導 日 数

石狩支庁 4 2 0 宗谷支庁 3

渡島支庁 1 2 網 走 支 庁 5 2 4

空 知 支 庁 4 1 9 胆 振 支 庁 2 6

上 川 支 庁 4 1 7 釧路支庁 2 6

ム
ロ 計 2 3 9 7
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2 - 4  移 動食 品加工研究 センター

道 内食 品工業 の食品加工技術力の向上 を図 るため、 「移動食品加工研究セ ンターJ

を開催 し、 講習会や技術相談、技術指導等 を行 う。

1 開 催 地 域  道 内各地域

2 開 催 内 容  (1 )講 習会 (食品加工技術、 商品企画等 )

(2)試験研究成果 発表会

(3)意見交換会

(4)展示会 (パネル展、 技術指導成果 品の展示等 )

(5)個別技術相談会

(6)現地技術指導 他

3 開 催 時期等   開 催 時期、 場所、 内容等 について は、各 支庁等 と協議の上、 決

定す る。

【平成 6年 度報告】

13支 庁管 内において、 「移動食品加工研究セ ンター」 を開催 し、 講 習会や個別

技術相 談、 技術指導 な どを行 った。

開 催 支庁 開 催 地 開 催 年 月 日 主 な 内 容

渡 島支庁 知 内 町 7. 1.24 講 習会

意 見交換会

個別技術相談会

現地技術指導 他

檜 山支庁 瀬 棚 町 6。 9。 27´ウ 6。 9。 28

後志 支庁 余 市 町 6. 9。 12～  6. 9。 13

空知 支庁 芦 別 市 6 . 9。 1～ 6。 9。 2

上 川 支 庁 富 良野 市 7. 2. 1～  7. 2. 2

留萌 支庁 留 萌 市 7. 2.23- 7. 2.24

宗谷 支庁 稚 内 市 6。 9。 13～  6。 9。 14

網走 支庁 北 見 市 6. 8。 10～  6. 8。 11

胆 振 支庁 自 老 町 7, 3.22- 7. 3.23

日高 支庁 静 内 町 6。11.16～  6.11。 17

十勝 支庁 帯 広 市 6.10。 19- 6。 10。20

釧路支庁 釘I路 市 6。 9。 5- 6。  9. 6

根 室支庁 中標津 町 6。 6.22- 6. 6.23

△
口

■
― 1 3支 庁管 内
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2 - 5  技 術講 習会

食品加工 に関す る新 しい製造技術等 について、 外部講 師や セ ンター研究員 による

講 習 を行 う。

1 食 品加工高度技術講習会

(1)開 催場所  食 品加工研究 セ ンタ‐

(2)対 象 者  食 品製造企業等の研究者、 技術者等

(3)開 催 回数  年 間 2回 (1回 の講 習期 間 -2日 程度 )

(4)開 催方式  座 学及び実技講習

2 地 域食品技術講習会

(1)開 催場所   食 品加工研究 セ ンタ‐

(2)対 象 者  市 町村立等食 品加 工 (研究)施 設 の技術指導者等

(3)開 催 回数  年 間 2回 (1回 の講 習期 間 -2日 程度 )

(4)開 催 方式  座 学及 び実技講習

【平成 6年 度報告】

次の とお り技術講習会 を開催 した。

1 食 品加工高度技術講 習会

講 習
△
バ の 名 称 開 催 年 月 日 参加 者数

食 品成分分析技術講 習会
7 .  1 . 1 8  -  7 .  1 . 1 9

7 .  2 . 1 4  -  7 .  2 . 1 5

3 6

食品高圧処理技術講 習会 7 . 2 . 2 - 7 . 2 . 3 7

2  地 域食 品技術講習会

講 習
ム
バ の 名 称 開 催 年 月 日 参加者数

マ ス コ ロイ ダ ー加 工 技 術 講 習 会 6. 8.25 - 6。  8.26 5

食 品 加 工 技 術 講 習 会 7. 3.24 6
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2 - 6  技 術研修 生の受入れ

食品製造企業等 の技術者の資質 向上 を図るため、 随時、研修生 を受 け入れ る。

1 研 修 内容   食 品加工 に関す る技術 の修得

2 申 し込み  随 時

3 研 修期間  原 則 と して 6ヶ 月以 内

4 費   用   無 料 (ただ し、 研修 に関す る試料、消耗品な どは企 業負担 )

【平成 6年 度報告】

17名 の研修生 を当セ ンターに受 け入 れ、 各種食品加工技術 の向上 を図 った。

研 修 項 目 研 修 期 間 人 数

カルシウム強化食品等機能性食lllの開発 6. 4。  1～ 7. 1.31 1

道産原料を用いたシリアル食品の開発 6. 4. 1～ 7. 1.31 1

トマト中の脂肪農担成の変化を調査するための指肪破の分析 7. 1～ 6.12.31 1

乳酸発酔させた植物質における香気成分の評‖法の検討 7. 1～ 6.12.31 1

薇生物遺伝子の基礎的操作法の取得 6. 7. 1～ 6.12.31 l

電気融合法を利用した相腱融合伎術の習得 6. 8. 1～ 7. 3.31 1

食肉熟成中における呈味成分(へ
°
フ
°
チト

い
)の変化及び呈味成分の分析技術 6. 7.12～ 6. 8.31 1

油の酸薔と過畿化物儡の測定 6. 8。 12～ 6. 8.18 2

ゆて卵の減菌真空包装及び日持ちの試験。卵の加工品研究開発 6. 9. 5～ 7. 3.31 1

羊乳、アイス、ヨーク
゛
ルト、チース

¨
等の加I食品の技術 6. 8.22-7. 2.20 1

カハ
゛
ノアナタケの培養及び液体培養波のフ

゛
リックス等の測定 6。 9。 1～ 7. 3.31 1

イチコ
゛
醸造洒の製造に関する研修及び製造技術の習得 7. 1.11～ 7. 1。 12 1

一般相菌検査法取得 7. 1。 18～ 7. 1.20 1

機能性の評輌技術及び加工技術取得 7. 2. 1～ 7. 3.31 1

ホタテウロの酔素分解技術及び食品成分分析 7. 2. 1～ 7. 3.31 1

食品の徴生物検査及び成分分析 7. 3. 2-7. 3.30 1

■
―

ム
口

1 7名

(1 1企業 )
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2-7 試 験測定検査機器及び加工機械の開放

食 品製造企業等 の研究 開発 を支援す るため、試験測定検査機器や加工機械 を開放

す る.

1 主 な開放機器

(1)試 験 、 測 定

及 び検査機器

(2)加 工 機 械

(3)オ ープ ンラボ

ラ トリー施設

(4)バ イオテ ク ノ

ロジー開放試

験 室

2利 用 金 額

【平成 6年 度報告】

設備使用実績は次のとおり。

ガス クロマ トグラ フ質量分析 計、 核磁気共 鳴装置、透過

型電子顕 微鏡、 走査型電子顕微鏡、 X線 回折装置、 近赤外

分光分析 計、 高速液体 クロマ トグラ フ、粒度分布測定装置、

F値 測定装置、 原子吸光分光光度 計、 自記分 光光度 計 等

チ ーズ製造装 置、 エ クス トル ーダー、超高圧処理装置、

薄膜真空蒸発装置、 膜分離装置、 遠赤外線減圧 。常圧乾燥

機、 マイ クロ波減圧乾燥機、 噴霧乾燥機、加圧 ・減圧 か く

はん試験機、 試料粉砕機、超遠心粉砕機 等

全 自動食塩定量装置、 全 自動 セ ンイ分析装置、 アル コー

ルアナライザ ー、 水分活性測定装置、 K値 測定装置 他

ク リー ンベ ンチ、 高圧滅菌機、 バ イオ リア クター装置、

恒温恒湿装置、 顕微鏡及 び画像解析装置 他

1, 8 6 0～ 47,  0 6 0円 /日

(単位 :日 )

試 験 測 定

検 査 機 器

加 工 機 械

オ ープンラボ

ラ トリー施設

バ イオテ クノ
ロジー開放試

験 室

△
ロ

↓

―

3 2 9 5 9 2 1 3 8
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2 - 8  依 頼試験分析

食品製造企業等 か らの依頼 に よ り、 試験分析 を行 う。

1 依 頼 試 験    一 般生 菌数、 大腸 菌群、 耐熱性 菌数、 PH測 定、 粘度測定、

色測定、 比重測定、 屈折率測定 等

2 依 頼 分 析   灰 分分析、 水分分析、 たんぼ く質分析、脂質分析、繊維分析、

食塩分析、 アル コール分析、 脂肪 酸組成分析、 ア ミノ酸組成分

析、 有機酸組成分析、 無機質分析  等

3 手 数料金額    1 ,  8 2 0～ 43,  5 3 0円 /件

【平成 6年 度報 告】

次の とお り試験分析 を行 った。

区 分 申 込 件 数 項 目 数 検 体 数

試 験 分 析 6 2 2 3 5 1 4 0
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2 - 9  食 品加エ リサ ーチ プラザ

食品工業 における業種 や技術別 の共通 課題 を検 討する とともに、 産官 の研究者や

技術者 の交流 を図 るため、 各種研究会 を開催 する。

1 開 催 場 所   食 品加工研究 セ ン ター

2 開 催研究会  技 術別及 び業種別研 究会

【平成 6年 度報告】

技術別、 業種別 に食 品加エ リサ ーチ プラザ を開催 した。

区 分 研 究
△

名 開 催 年 月 日 出席 者 数

食  品  加  工

リサ ーチ プラザ

冷凍食 品技術研究 会 6。 1 1 .  1 8 7

7.  1. 27 2 0

ハスカ ップ研究会 6。 8. 4 3 0

7.    1.  1 7 3 5

食 肉加工研究会 6。    4.  1 2 2 0

6.    6。   2 2 1 7

6。 1 1 .  1 6 1 8

水 産 食 品加 工 技 術 研 究 会 6.    8.  2 5 2 6

調 味食 品研 究 会 6。 8. 3 1 5

漬物製造技術研究 会 6.    5.  3 0 3 0

7. 2. 7 9 3

食 品工 学研 究 会 6.    4.  2 8

6.    5.  2 7 1 5

6.    6.  2 4 1 0

バ イオ食品研究会 7. 2. 7 9 8

ム
口 計 8研 究 会

※ 7.2 . 7の 漬 物 製 造 技 術 研 究 会 及 び バ イ オ食 品研 究 会 は合 同 で 開催
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2 - 1 0  食 品加工研究 セ ンター通信

食品加工技術 に関する各種情報 のデ ー タベース を作成 し、 パ ソコン通信 を利用 し

た各種技術情報等 の収集提供や情報交換 を行 う。

1 食 品加工研究 センター通信の 内容

(1)デ ータサー ビス

◆ 全 国の国公立試験研究機 関及 び大学の食 品加工 関係研究報告書 をキーワー

ド等で検索 し、 その全 文 を会員 の ファックスで、 即座 に取 り出す ことがで き

る。 (フ ァクシミリメールサ ー ビスの登録 が必要 )

◆  当 セ ンターが所蔵 している図書、 定期刊行物 を知 る ことができる。

◆  当 セ ンターが設置 している試験研究機器類 を知 るこ とができる.

◆  当 セ ンターの研究員に関する情報 を取 り出す こ とができる。

◆ 道 商工労働観光部が作成 したデザイナー情報 カ ー ドの主 な事業 の概要報 を

取 り出す こ とができる。

(2)電 子掲示板

自分 が言 いたい こと、 みんなに知 っても らいた いこ とを書 き込 んだ り、 他

の会員が書 いたもの を読 んだ りと、 どなたでも 自由に メッセー ジを交換で き

る公開の告知板.

当セ ンターでは、講 習会、講演会、展示会な どの案 内 を行 う。

(3)電 子 メール

ネッ トワークを通 じて、 会員 同士が特定 の相手 とメ ッセージのや り取 りを

す るこ とができる。

2 会 員加入手続 き

「食品加工研究 セ ンター通信会 員 申込書Jを 当セ ンターに提 出する.

3 会 費等  入 会金 。会費 は無料

4 運 用時間

原則 と して24時間運用 (但し、 年末年始及 び毎週水 曜 日9:00～18: 0 0は休止)

【平成 6年 度報告】

食品加工研究セ ンター通信 の加 入状況等

会  員  数 ロ グ イ ン 件 数 取 出 件 数 取 出 枚 数

1 9 1 3 7 1 6 3 2 1 6
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2 - 1 1  技 術情報の提供

【平成 6年 度報告】

1 技 術情報誌 「食加研 だよ り」 の発行

セ ンターの業務案 内、 研究報告 を中心 と した技術情報 を主な内容 として、 2

回発行 し、 関係機 関、 団体 な どに提供 した。

2 食 品加工研究 センター研究報 告書 の発行

開所一周年記念 セ ミナ ーにおいて、 試験研究成果発表会要 旨集 を発行 した。

3 図 書 ・資料室の開放

国 内外 の食 品工業 関係専門誌、 大学 。国公設試験研究機関か ら提供 を受けた

図書、報 告書類 を一般 に開放 する。

(1)図 書 ・資料室利 用時間

月曜 日～金 曜 日  9: 0 0～ 17: 0 0

- 9 1 -



2 - 1 2  そ の他

【平成 6年 度報告】

1 講 習会 な どへ の講 師派遣

市町村、 団体等 か らの依頼 を受 けて、 セ ンター研究 員 を講 師 と して派遣 した。

講 習 会 等 の 名 審 派 遣 田 派 遣 饉 依 領 者 派 遣
■
■

ハ
い
イオテクノロシ

い―入ロセミナー 4。13

4。14

ll 別 市 (財)北轟道地域技“晨興センター 長島 浩二  池田 隆幸

八十川 大僣 中‖1 良二

北海道讚造技1研究会講演会 7.13 札 幌 市 北海道醸造技“研究会 浅野 行政

百館地域食品工業研究会 7. 18 函 館  市 函館地域食品工業研究会
ヨ
円

量
フ

北海道ハ
・
イオ産業振興協会ヨ演会 7.24 札 幌  市 (財)北海道ハ

い
イオ産業振興協会 浅野 Fr蔵

生物工学セミナー 7.27 札 幌 市 生物I学会 下林 義昭

夏用・洒造1冒会 8.22 燿 川  市 北海道洒造組合 浅野 行麟  富永 ―畿

技脅開発フェア
'94

8.30 札 幌 市 北海道商工労働燿光椰 吉サ|1 修司

洒造出荷管理講習会 9。 5 札 幌 市 北海道洒造組合
■
不

寺
田

―畿
ヨ
円

量
フ

特定中小企業集積支援技籠開発事業

(成果報告会)

9. 5 ‖ 略 市 (財)北海道水産加工振興基金協会 西田  孟

第7会ll技1研究会 9.28 け 広 市 (財)十勝振興晨構 岩崎 違也

厚真町みそ製造技籠講習会 10. 3 厚 真 町 厚真町員‖ 本堂 正明

薔館地域ホ産ハ
・
イオ講曹会 10.27 面 館  市 地域ハ

い
イオ推進実行委員会

士

ロ
ヨ
円

比
フ

鮭講演会 11.28 1  室  市 根室地域活性化構想推進協議会
士

ロ
ヨ
円

生
フ

第6日新技猜研究会 12.  7 幡 広  市 (財)十轟日長興麟構 下林 義昭

日配食品青年椰研修会 12.10 札 幌 市 日配食品組合青年椰
は
■

彗
● 達也

ハ
‐
イオテクノロシ ―゙と食出加I 1.10 美 唄 市 専修大学北苗道短期大学 下林 義瑶

水産加工食品の製造技籠に関する遇日指導 1_ 19 面 館 市 (財)テクノホ
°
リス面鶴技“長興

協会

清水 條資

平成6年度北海道中小企業技輌者研修 2.  6

2. 7

2. 8

2.  9

2。1 0

江 別 市 (社)北海道蘭工指導センター 浅野 行薇 富永 “哉

吉‖1 修司 山崎 邦雌

熊林 義晃 清ホ 英‖

河野 慎一 長島 浩二

池田 隆幸 八十川 大軸

中11 良二

網走地域ハ
い
イオ育成推進講座 2.15 網 走 市 地域ハ

・
イオ推進実行委員会

ヨ
「

生
フ

北海道定置青年研究会議演会 2.21 札 幌 市 北海道定置漁桑協会 吉‖1 修司

平成6年度1会及び研究報告会 3. 8 札 幌 市 北方系機能性植物研究会 本皇 正明

札幌東ロータリークラフ
‐
‖会

「北海道の食品研究」

3.16 札 幌 市 札幌東ロータリークラフ 下林 義瑠

平成6年度第1日経済対策颯議会 3.17 札 幌 市 経済調査室経済対策班 清水
毬
員

菫
沐

水産加工食品の製造技1に関する遇日指導 3.20 西 館 市 (財)テクノホ
°
リス面鶴技籠振興

協会

清水
毬
員

董
沐

ホタテ。フォーラム
'95

3.22 札 幌 市 北海道ハ イオ産業振興協会
ヨ
円

と
，

25  回 40  人
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2  技 術審査

国、 団体等 か らの依頼 を受 けて、 製 品の品質や新開発技術 の内容につ いて、審査

を行 った。

内 容 依 頼 者

音F 男l」 審 査 件 数

工

部口巾

加

食
発 酵

食品部

応 用

技術部
計

推 奨 申請 に係 る技 術

審 査 (1次 )

(社)優 良道 産 品推

奨 協 議 会

1  1 4 1 5

推奨 申請 に係 る技術

審査 (2次 )

(社)優良道産 品推

奨協議会

1 7 3 8 5 5

研究 開発助成 に係 る

技術審査

(財)た くぎ ん フ ロ

ンテ ィ ア基 金

1 1 2

研究 開発助成 に係 る

技術審査

(財)本L銀 中小 企 業

新 技 術 研 究 助 成 基

金

1 2 4

〈
日

ニ
ー 3 0 4 3 3 7 6

3  展 示会 ・紹介展

セ ンターの試験研究 と技術 開発成果 を展示会等 に出展 し、 技術 の普及振興及び交

流 を図 った。

展 示 会 等 の 名 称 主 催 者 開催 地 開 催 期 間

平成 6年 度研究発表会 食品加工研究センター 札 幌 市 4.21

' 9 4食
加研展 食品加工研究センター 札幌市 8. 4～  8.

技 術 開発 フ ェ ア
'94

北海道 札 幌市 8。30～  8.31

' 9 5北
海 道 技 術 ビ ジ ネス 交 流 会 (財)北海道地域技術振興センター 札 幌市 1.27- 1.28

食 品加工関係試験研究機 関合 同

成 果発表会

北海道 札幌市 3.  9
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学会誌投稿

学会 における発表

発 表 題 目 投 稿  者 投 稿 誌 名

シロサケ切 り身の混合ガスに よる保蔵性

向上 に関する研究

大田 智 樹

佐 々木 茂文

日本食品科学工 学会

D e a c i d i f i c a t i o n  f r o m  J u i c e  a n d  I { i n e

d u r i  n g  t . l i n e m a k i n g
富永  一 哉 A m e r i c a n  S o c i e t y

f o r  E n o l o g y  a n d
V i t i c u l t u r e ,
J a p a n  C h a p t e r

秋 サ ケ す り身 を素 材 と した発 酵 ゲ ル 化 食

品

吉川 修 司 日本食品科学工 学会

発 表 題 目 発 表  者 発表月 日 発 表 学 会 名

水 産物への乳酸発酵 の応 用 吉川 修 司 7. 9 日本農芸化学

会北海道 支部

大豆 の軟化法 浅野 行 蔵 7. 9 同 上

マ イル ドなピュアハスカ ップ ワイ ン

の製造法 の開発

富永 一 哉 7. 9 同 上

ワイ ン醸造における果汁及 び ワイ ン

の減酸技術

富永 一 哉 8。 1 ぷどう。ワイン学アメリカ

学会日本部会大会

キ クイモカル スの レクチ ンの精製 と

性 質

中川  良 二 11.26 日本農芸化学

会北海道 支部

ハ スカ ップ レーズ ン様食 品の試作 田中  彰 3.29 日本食品科学

工学会
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6  出 願済工業所有権 「特許 J

発 明 の 名 称 出 願 年 月 日 出願 番 号

果実酒 およびその製造方法 4 .  1 2 .  1 6 4-355233

水産発酵ゲル化食 品 およびその製造 方法 5.    6.  3 0 5-189452

大 豆 の軟 化 法 5 .  1 2 .  2 2 5-346185

生分解性 を有 する成形品用原料の製法 と生分解

性 を有する成形品の製法

6.    2.    7 6-37669

キ クイモ 由来 レクチ ンお よび分離精 製法 6.  1 0。 1 9 6-281416

水産発酵食品およびその製造法 6 .  1 0 .  2 5 6-284244

7  視 察実績

平成 6年 度 の視察者 は、 116団 体、 1, 7 3 6人 でセンター業務 内容の説明、

各施設 の案 内、 懇談、 意 見交換等 によ り普及指導 に努 め た。

○ 月 別視察状況

区 分 ＼ 月 4  月 5  月 6  月 7  月 8  月 9  月 10 月

視 察 件 数 8 8 14 16 13

視 察 人 数 61 141 171 369 159 176 243

区 分 ＼ 月 11 月 12   リヨ 1    り] 2 月 3  月 計

視 察 件 数 14 7 5 9 116

視 察 人 数 193 70 49 32
ワ
‘ 1,736

―-95-―


	h6-7.pdf
	h06
	0301
	0302
	0303
	0304
	0305
	0306
	0307
	0308
	0309
	0310
	0311
	0312
	0313
	0314
	0315
	0316
	0317
	0318
	0319
	0320
	0321
	0322
	0323
	0324
	0325
	0326
	0327
	0328
	0329
	0330
	0331
	0332
	0333
	0334
	0335
	0336
	0337
	0338
	0339
	0340
	0341
	0342
	03_1


